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○選挙管理委員会の招集･････････････････････････････････････････（ 〃  ）･････112 

○選挙管理委員会の招集･････････････････････････････････････････（ 〃  ）･････112 

○平成２７年４月１２日執行の奈良県知事選挙における大和高田市期日前 

投票所･･････････････････････････････････････････････････････････（ 〃  ）･････112 

○平成２７年４月１２日執行の奈良県知事選挙における期日前投票所投票 

管理者及びその職務を代理する者の選任････････････････････････････（ 〃  ）･････112 

○平成２７年４月１２日執行の奈良県知事選挙における候補者の氏名及び 

党派別を記載する順序を定めるくじを行う日時及び場所･･････････････（ 〃  ）･････113 

○平成２７年４月１２日執行の奈良県知事選挙における開票立会人として 

届出のあった者が１０人を越えるとき及び同一政党に属する者が３人以上 

あるときにおけるくじを行う日時及び場所･･････････････････････････（ 〃  ）･････113 

○平成２７年４月１２日執行の奈良県知事選挙における大和高田市選挙管 

理員会委員長が不在者投票管理者として管理する不在者投票の記載場所（ 〃  ）･････113 

○選挙人名簿に登録した者の氏名等を記載した書面の縦覧････････････（ 〃  ）･････113 

○農業委員会の委員の選挙権を有する者の２分の１の数･･････････････（ 〃  ）･････113 

公営企業 

○水道料金等の収納事務の委託･･･････････････････････････････････（水 道 総 務 課）･････114 

○指定給水装置工事事業者の指定･････････････････････････････････（ 〃  ）･････114 
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◇大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、所要の規定の

整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

教育委員会の代表者が教育長となることに伴い、「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長 

」に改めます。（第２１条関係） 

３ 施行期日 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行の日 

 

◇大和高田市功労者表彰条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴う所要の規定の

整備を行うとともに、功労者の資格の停止要件を見直す改正を行うものです。 

２ 改正の内容 

 （１） 教育長が特別職となることに伴い、功労者の資格要件に「８年以上教育長の職にあった者」

を加えます。（第２条関係） 

（２） 功労者の資格の停止要件から「本市以外に住所を移したとき。」を削ります。（第１０条関

係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市情報公開条例及び大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」の施行に伴い、関係する条例について所要の規定

の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

 （１） 大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号） 

・法律の引用条項を改めます。 

・「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めます。（第６条関係） 

（２） 大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例（平成２２年条例第３６号） 

・法律の引用条項を改めます。 

・「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めます。（第５条関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴う所要の規定の

整備を行うとともに、「国家公務員退職手当法」の一部改正に鑑み、退職手当の調整額を引き上げ

るものです。 

２ 改正の内容 

公布された条例のあらまし 
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（１） 教育長が常勤の特別職に位置づけられることとなったことに伴う所要の規定の整備を行い

ます。（第１条関係） 

（２） 退職した職員の退職前の職責（５年分）に応じ加算することとされている「調整額」を以

下のとおり引き上げます。（第７条の４関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※大和高田市職員の退職手当に関する条例施行規則別表のアの表又はイの表に定める区分 

（３） これまで、第５号区分は勤続期間２４年以下の退職者には支給しないこととしていました

が、他の区分と同様に支給対象とします。（第７条の４関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「地方税法施行令」の一部改正のうち、本市において未実施であった国民健康保険税の後期高齢

者支援金等課税額及び介護納付金課税額の課税限度額の引上げを行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 後期高齢者支援金等課税額を１４万円から１６万円に引き上げます。（第２条第３項及び

第２１条関係） 

（２） 介護納付金課税額を１２万円から１４万円に引き上げます。（第２条第４項及び第２１条

関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市手数料条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律」により、法律の題名が「鳥

獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改められるため、所要の規定の整理を行う

ものです。 

２ 改正の内容 

引用する法律の題名を改めます。（別表関係） 

３ 施行期日 

  鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律の施行の日 

 

◇大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例 

１ 改正の理由 

「子ども・子育て支援法」に規定する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等を

定めるため、新たに条例を制定するものです。 

２ 改正の内容 

区分 改正前 改正後 

第１号区分 ４１，７００円 ５４，１５０円 

第２号区分 ３３，３５０円 ４３，３５０円 

第３号区分 ２５，０００円 ３２，５００円 

第４号区分 ２０，８５０円 ２７，１００円 

第５号区分 １６，７００円 ２１，７００円 
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 子ども・子育て支援法に基づく子どものための教育・保育の利用に関し、利用者が負担する費用

について必要な事項を定めます。 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市保育所条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「子ども・子育て支援法」及び「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、保育料及び保育の実施基準並びにこども園を構

成していた保育所等について所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 定義の整備を行います。（第２条関係） 

（２） 保育の実施基準を廃止し、保育所で実施する事業を定めます。（第５条関係） 

（３） 費用の徴収に関する規定を加えます。（第６条関係） 

（４） 保育料の納付期限及び不還付に関する規定を加えます。（第７条関係） 

（５） 延長保育料の納付及び納付期限を規定します。（第８条関係） 

（６） 一時預かり利用料の納付及び納付期限を規定します。（第９条関係） 

（７） 高田保育所及び土庫・北保育所を廃止します。（別表関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市立こども園条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の一部改正により、

学校教育と保育を一体的に提供する施設である新たな幼保連携型認定こども園が創設されたこと

に伴い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 用語の意義を規定します。（第２条関係） 

 （２） こども園の構成施設をこども園の位置に改めます。(第３条関係) 

 （３） こども園で実施する事業を改めます。（第６条関係） 

 （４） 費用の徴収に関する規定を加えます。（第７条関係） 

 （５） 新たに以下の費用の納付及び納付期限を規定します。 

     ・保育料（第８条関係） 

     ・延長保育料（第９条関係） 

     ・一時預かり利用料（第１０条関係） 

 （６） 費用の不還付に関する規定を加えます。（第１１条関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

被保険者の負担能力に応じた保険料を設定するため、保険料負担段階を変更（細分化）するとと

もに、介護保険法の規定により市が３年ごとに策定する介護保険事業計画（第６期）に基づき保険

料を改定するものです。 

また、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する
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法律」の公布により「介護保険法」の一部が改正され、平成２７年４月１日から介護予防・日常生

活支援総合事業を実施することとされましたが、円滑な事業の実施のための準備期間が必要である

ことから、事業の実施を猶予する規定を設けます。 

２ 改正の内容 

（１） 保険料負担段階の変更及び保険料の改定を行います。（第４条関係） 

     ・現行の８段階の保険料を１１段階に細分化します。 

     ・保険料基準額を増額します。 

     「４，９６０円」→「５，８６０円」 

 （２） 介護予防・日常生活支援総合事業の実施を猶予する規定を設けます。（附則第８条関係） 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改

正する条例 

１ 改正の理由 

  「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」による「指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準」、「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」及

び「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準」の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

次に掲げる条例について所要の改正を行います。 

（１） 大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年条例第２７号） 

（２） 大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成

２４年条例第２８号） 

（３） 大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２６年条例第２４号） 

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日

 

◇大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  し尿の収集に係る手数料のうち従量によるものの手数料について、当該額を引き上げるための改

正を行います。 

２ 改正の内容 

し尿の収集に係る手数料のうち従量によるものの手数料を１７０円から１７４円に引き上げます。 

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日 

 

◇地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例 

１ 改正の理由 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、関係する条
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例について所要の規定の整備等を行うものです。 

２ 改正の内容 

次に掲げる条例について所要の改正を行います。 

（１） 大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和５５年条例第１４号）を廃止

します。 

（２） 大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

・教育長については長が議会の同意を得て直接任命・罷免できることになること及び教育

委員長制度が廃止されることに伴い、所要の規定の整備を行います。（第４条、附則第

３項及び別表第１関係） 

（３） 大和高田市特別職報酬等審議会条例 

・教育長が特別職となることに伴い、審議会が所掌する事項に教育長を加えます。（第２条 

関係） 

（４） 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例 

     ・教育長が特別職となることに伴い、特別職の常勤の職員の定義に教育長を加えます。（第

２条関係） 

     ・ 教育長の給与に関する規定を追加します。（第６条の２、附則第５項及び別表関係） 

（５） 職員等の旅費に関する条例 

・教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）の一部改正に伴い、当該法を根拠とする大

和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例を廃止することとなることから、同

条例に定める旅費関連規定を本条例に加えるための改正を行います。（第９条、第２１

条及び別表関係） 

（６） 大和高田市吏員退隠料等に関する条例 

・引用する法律について条ずれ等の整備を行います。（第１条関係） 

３ 施行期日 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行の日 

 

◇教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例 

１ 改正の理由 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、教育長の勤

務時間、休日等及び職務専念義務の特例に関し新たに条例を制定するものです。 

２ 改正の内容 

 教育長の勤務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めるとともに、地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づき教育長の職務に専

念する義務の特例について必要な事項を定めます。 

３ 施行期日 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行の日 

 

◇大和高田市立幼稚園設置条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の一部改正により、

学校教育と保育を一体的に提供する施設である新たな幼保連携型認定こども園が創設され、大和高

田市立高田こども園及び大和高田市立土庫こども園から構成する施設が削られることに伴い、所要

の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

 大和高田市立高田幼稚園及び大和高田市立土庫幼稚園を廃止します。（第２条関係） 
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３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

◇大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「子ども・子育て支援法」の施行に伴い、市立幼稚園の入園料を廃止し、保育料について所要の

規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 入園料を廃止します。（題名、第１条、第２条及び第６条関係） 

 （２） 保育料について、新たに制定する「大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者

負担等を定める条例」に定める額とします。(第２条関係) 

 （３） 納付期限について、毎月２０日から当該月の末日に改めます。（第４条関係） 

 （４） 保育料及び入園料の減免を廃止します。（第５条関係） 

    ※旧減免対象の被保護世帯、市町村民税非課税世帯及び市町村民税所得割非課税世帯につい

ては応能負担における区分により規定することとし、災害その他の理由による減免について

は、「大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例」第３条に規

定が移ります。 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

 

 

 

条例第１号 

 大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市議会委員会条例の一部を改正する条例 

 大和高田市議会委員会条例（平成７年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２１条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律

第７６号。次項において「改正法」という。）の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、こ

の条例による改正後の大和高田市議会委員会条例第２１条の規定は適用せず、この条例による改正

前の大和高田市議会委員会条例第２１条の規定は、なおその効力を有する。 

 

条例第２号 

 大和高田市功労者表彰条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市功労者表彰条例の一部を改正する条例 

 大和高田市功労者表彰条例（昭和３３年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

条 例 
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 （５） ８年以上教育長の職にあった者 

 第１０条第４号を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例の規定による改正後の大和高田市功労者表彰条例第２条を適用する場合においては、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）による

改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１６条第１項

の教育長であった者の当該教育長としての在職期間については、これを表彰資格の年数に含めない。 

 

条例第３号 

 大和高田市情報公開条例及び大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市情報公開条例及び大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例の一部を改正する

条例 

 （大和高田市情報公開条例の一部改正） 

第１条 大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１号ウ中「第２条第２項」を「第２条第４項」に、「特定独立行政法人」を「行政執行法

人」に改める。 

 （大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市審議会等の会議の公開に関する条例（平成２２年条例第３６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第１号ウ中「第２条第２項」を「第２条第４項」に、「特定独立行政法人」を「行政執行法

人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

条例第４号 

 大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「教育長及び」を削る。 

 第７条の４第１項第１号中「４１,７００円」を「５４,１５０円」に改め、同項第２号中「３３,

３５０円」を「４３,３５０円」に改め、同項第３号中「２５,０００円」を「３２,５００円」に改め、

同項第４号中「２０,８５０円」を「２７,１００円」に改め、同項第５号中「１６,７００円」を「２

１,７００円」に改め、同条第４項第１号を削り、同項第２号中「前号」を「第１項」に改め、同号を

同項第１号とし、同項第３号を同項第２号とし、同項第４号中「第１号」を「第１項」に改め、同号

を同項第３号とし、同項第５号を同項第４号とする。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）附

則第２条第１項の場合においては、この条例による改正後の大和高田市職員の退職手当に関する条

例第１条の規定は適用せず、この条例による施行前の大和高田市職員の退職手当に関する条例第１

条の規定は、なおその効力を有する。 

 

条例第５号 

 大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３項ただし書中「１４万円」を「１６万円」に改め、同条第４項ただし書中「１２万円」

を「１４万円」に改める。 

 第２１条中「１４万円」を「１６万円」に、「１２万円」を「１４万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、平成２７年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、平成２６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

条例第６号 

 大和高田市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市手数料条例の一部を改正する条例 

大和高田市手数料条例（平成１２年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

別表２３の項中「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」を「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟

の適正化に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この条例は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

４６号）の施行の日から施行する。 

 

条例第７号 

 大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）に基づ

く子どものための教育・保育の利用に関し、利用者が負担する費用について必要な事項を定めるも

のとする。 

 （利用者負担額） 
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第２条 法第２７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９条第３項第２号及び第３０条第２項

各号に規定する支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市町村が定め

る額（以下「利用者負担額」という。）は、それぞれ当該規定の政令で定める額を限度として、規

則で定める。 

２ 法附則第６条第４項に規定する額は、規則で定める。 

 （利用者負担額の減免） 

第３条 市長は、災害その他の理由により特に必要があると認めるときは、利用者負担額を減額し、

又は免除することができる。 

 （延長保育料） 

第４条 市立保育所又は市立こども園において法第５９条第２号に規定する時間外保育を受けた子ど

もの保護者から徴収する料金（以下「延長保育料」という。）の額は、別表第１に掲げる額とする。 

２ 延長保育料の軽減に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （一時預かり利用料） 

第５条 市立保育所又は市立こども園において法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業を利用

した子どもの保護者から徴収する一時預かり利用料の額は、別表第２に掲げる額とする。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （法附則第９条第１項の適用がある間の利用者負担額の経過措置） 

２ 法附則第９条第１項の適用を受ける間、同項第１号イ、第２号イ（１）及びロ（１）並びに第３

号イ（１）及びロ（１）に規定する支給認定保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案

して市町村が定める額は、それぞれ当該規定の政令で定める額を限度として、規則で定める。 

別表第１（第４条関係） 

実施施設名 区分 延長保育料 

高田こども園 

土庫こども園 

片塩保育所 

浮孔保育所 

月曜日から 

金曜日まで 

午前７時３０分から午前８時３０分ま

で（保育短時間認定を受けた子ども） 
０円 

午後４時３０分から午後７時まで（保

育短時間認定を受けた子ども） 
日額１００円 

午後６時３０分から午後７時まで（保

育標準時間認定を受けた子ども） 
日額１００円 

天満保育所 

みどり保育所 

磐園保育所 

高田西保育所 

月曜日から 

金曜日まで 

午前７時３０分から午前８時３０分ま

で（保育短時間認定を受けた子ども） 
０円 

午後４時３０分から午後６時まで（保

育短時間認定を受けた子ども） 
日額１００円 

別表第２（第５条関係） 

子どもの属する世帯 
一時預かり利用料 

４時間以内 ４時間を超える 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）による支援給付受給世帯 

０円 ０円 

上記以外の世帯 
３歳未満の子ども 日額９００円 日額１，８００円 

３歳以上の子ども 日額７００円 日額１，４００円 
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条例第８号 

 大和高田市保育所条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市保育所条例の一部を改正する条例 

大和高田市保育所条例（平成１６年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「児童」を「子ども」に、「小学校就学の始期に達するまでの者」を「子ども・子育

て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第６条第１項に規定する小学校就学前子

ども」に改め、同条第２号中「児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６

条に規定する親権を行う者、未成年後見人その他の者で、前号の児童を現に監護する者」を「法第６

条第２項に規定する保護者」に改め、同条第３号中「大和高田市が保育に欠ける児童（法第２４条第

１項に規定する保育に欠ける乳児又は幼児をいう。）を保育する児童福祉施設」を「法第７条第４項

に規定する保育所」に改める。 

 第３条中「大和高田市」を「市長」に、「法」を「児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）」に改

める。 

 第４条第２号中「法」を「児童福祉法」に改める。 

 第５条から第８条までを次のように改める。 

（事業） 

第５条 保育所は、児童福祉法第３９条第１項に規定する乳児又は幼児に対する保育を行う。 

２ 前項に定める保育のほか、保育所は、次に掲げる事業を行うことができる。 

（１） 法第５９条第２号に規定する事業 

（２） 法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業 

（費用の徴収） 

第６条 市長は、前条第１項の保育に係る子どもの保護者又は扶養義務者から、大和高田市子どもの

ための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例（平成２７年条例第７号。以下「利用者負担

条例」という。）第２条に定める利用者負担額（市の区域外に居住する場合にあっては、居住する

市町村の定める額）を保育料として徴収する。ただし、認可保育所を利用する子どもが市の区域外

に居住する場合、保育料は徴収しない。 

２ 市長は、市立保育所において前条第２項第１号の事業を利用する子どもの保護者から、利用者負

担条例第４条に定める延長保育料を徴収する。 

３ 市長は、市立保育所において前条第２項第２号の一時預かり事業を利用する子どもの保護者から、

利用者負担条例第５条に定める一時預かり利用料を徴収する。 

４ 市長は、前３項に定める費用のほか、市立保育所において事業を実施することに伴い必要となる

費用の実費相当額を保護者から徴収することができる。 

（保育料の納付期限） 

第７条 保育料の納付期限は、当該月の末日（その日が大和高田市の休日を定める条例（平成元年条

例第３号）に定める市の休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）

とする。 

（延長保育料の納付及び納付期限） 

第８条 第６条第２項の延長保育料は、市長が指定する期日までに、延長保育を利用した施設におい

て納付するものとする。 

 第９条を第１１条とし、第８条の次に次の２条を加える。 

 （一時預かり利用料の納付及び納付期限） 

第９条 第６条第３項の一時預かり利用料は、一時預かり事業を利用する日に、一時預かり事業を利
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用する施設において前納により納付するものとする。 

 （費用の不還付） 

第１０条 既に納付した第６条に掲げる費用は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認

めたときは、この限りでない。 

別表高田保育所の項及び土庫・北保育所の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

条例第９号 

 大和高田市立こども園条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市立こども園条例の一部を改正する条例 

 大和高田市立こども園条例（平成２１年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「「こども園」とは、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号。以下「就学前保育等推進法」という。）第３条第３項の規定により幼

稚園と保育所を一体的に整備し、奈良県知事の認定を受けた幼保連携施設をいう」を「、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる」に改め、同条に次の３号を加える。 

 （１） 子ども 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する子どもをいう。ただし、この

条例の対象となる子どもの年齢は、規則で定める。 

（２） 保護者 法第２条第１１項に規定する保護者をいう。 

 （３） こども園 市長が設置する法第２条第６項に規定する認定こども園をいう。 

 第３条の見出し中「構成施設」を「位置」に改め、同条中「こども園を構成する施設」を「位置」

に改め、同条の表を次のように改める。 

名称 位置 

大和高田市立高田こども園 大和高田市内本町１８０１番地７ 

大和高田市立土庫こども園 大和高田市土庫１丁目７０２番地１ 

 第６条から第８条までを次のように改める。 

 （事業） 

第６条 こども園は、次に掲げる事業を行う。 

（１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項に規定する特定教育・

保育 

（２） 法第２条第１２項に規定する子育て支援事業のうち、市長が必要と認める事業 

２ 前項各号に掲げる事業のほか、こども園は、次に掲げる事業を行うことができる。 

（１） 子ども・子育て支援法第５９条第２号に規定する事業 

（２） 子ども・子育て支援法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業 

（費用の徴収） 

第７条 市長は、前条第１項第１号の特定教育・保育に係る子どもの保護者又は扶養義務者から、大

和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例（平成２７年条例第７号。

以下「利用者負担条例」という。）第２条に定める利用者負担額（市の区域外に居住する場合にあ

っては、居住する市町村の定める額）を保育料として徴収する。 

２ 市長は、前条第２項第１号の事業を利用する子どもの保護者から、利用者負担条例第４条に定め

る延長保育料を徴収する。 

３ 市長は、前条第２項第２号の一時預かり事業を利用する子どもの保護者から、利用者負担条例第
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５条に定める一時預かり利用料を徴収する。 

４ 市長は、前３項に定める費用のほか、事業を実施することに伴い必要となる費用の実費相当額を

保護者から徴収することができる。 

（保育料の納付期限） 

第８条 保育料の納付期限は、当該月の末日（その日が大和高田市の休日を定める条例（平成元年条

例第３号）に定める市の休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）

とする。 

第９条を第１２条とし、第１０条中「別に」を「規則で」に改め、同条を第１３条とし、第８条の

次に次の３条を加える。 

（延長保育料の納付及び納付期限） 

第９条 第７条第２項の延長保育料は、市長が指定する期日までに、延長保育を利用した施設におい

て納付するものとする。 

（一時預かり利用料の納付及び納付期限） 

第１０条 第７条第３項の一時預かり利用料は、一時預かり事業を利用する日に、一時預かり事業を

利用する施設において前納により納付するものとする。 

（費用の不還付） 

第１１条 既に納付した第７条に掲げる費用は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認

めたときは、この限りでない。 

   附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

条例第１０号 

 大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例 

大和高田市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「平成２４年度から平成２６年度」を「平成２７年度から平成２９年度」に改め、

同項第１号中「２９，７６０円」を「３５，１６０円」に改め、同項第２号中「２９，７６０円」を

「５２，６８０円」に改め、同項第３号中「４４，６４０円」を「５２，６８０円」に改め、同項第

４号中「５９，５２０円」を「６３，２４０円」に改め、同項第８号中「１１９，０４０円」を「１

４０，６４０円」に改め、同号を同項第１１号とし、同項第７号中「１０４，１６０円」を「１０５，

４８０円」に改め、同号ア中「４００万円以上６００万円」を「１９０万円以上２９０万円」に改め、

同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１０号イ」を加え、同号を同項第８号とし、同号

の次に次の２号を加える。 

 （９） 次のいずれかに該当する者 １１９，５２０円 

  ア 合計所得金額が２９０万円以上４００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

  イ 要保護状態であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用され

たならば保護を必要としない状態になるもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分

を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

 （１０） 次のいずれかに該当する者 １３０，０８０円 

  ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

  イ 要保護状態であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用され
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たならば保護を必要としない状態になるもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分

を除く。）に該当する者を除く。） 

 第４条第１項第６号中「８９，２８０円」を「９１，３２０円」に改め、同号ア中「２００万円以

上４００万円」を「１２０万円以上１９０万円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第

９号イ又は第１０号イ」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「第３９条第１項第５号」を

「第３９条第１項第６号」に、「７４，４００円」を「８４，３６０円」に改め、同号を同項第６号

とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

 （５） 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７０，３２０円 

 第４条第２項中「平成２４年度から平成２６年度」を「平成２７年度から平成２９年度」に、「第３

９条第１項第５号」を「第３９条第１項第６号」に、「２００万円」を「１２０万円」に改める。 

 第６条第３項中「ハ」を「ニ」に、「又は第６号ロ」を「、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９

号ロ」に、「から第６号」を「から第９号」に改める。 

 附則に次の１条を加える。 

 （整備法附則第１４条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業に関する経過措置） 

第８条 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

（平成２６年法律第８３号。以下「整備法」という。）附則第１４条第１項の規定に基づき、整備

法第５条の規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改正後の法第１１５条

の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業については、介護予防及び生活支援の体

制整備の必要性等に鑑み、その円滑な実施を図るため、平成２７年４月１日から平成２９年３月３

１日までの間は行わず、平成２９年４月１日から行うものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市介護保険条例第４条の規定は、平成２７年度以後の年度分の

保険料から適用し、平成２６年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

条例第１１号 

 大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改

正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例等の一部

を改正する条例 

 （大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「複合型サービス」を「看護小規模多機能型居宅介護」に改める。 

  本則（第８３条第３項、第８４条、第１９１条第１０項、第１９２条第２項及び第１９３条を除

く。）中「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「指定複

合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「複合型サービス従業者」

を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に、「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居

宅介護計画」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に改める。 

  第６条第２項中「又は奈良県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２４年
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奈良県条例第１８号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第６条第２項のサービ

ス提供責任者」を削り、同条第５項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の次に「の

同一敷地内」を加え、「併設されている」を「ある」に改め、同項第５号中「第８２条第６項第１

号」を「第８２条第６項」に改め、同項第６号中「第８２条第６項第２号」を「第８２条第６項」

に改め、同項第７号中「第８２条第６項第３号」を「第８２条第６項」に改める。 

  第２３条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に改める。 

  第３２条第２項ただし書中「又は指定夜間対応型訪問介護事業所」を「、指定夜間対応型訪問介

護事業所又は指定訪問看護事業所」に、「定期巡回サービス、随時対応サービス又は随時訪問サー

ビス」を「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」に改める。 

  第６０条中「営むことができるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

  第６３条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５項とし、同条

第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が第１項に掲げる設備

を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する

場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市長に届け出るものとする。 

  第６５条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第１９項又は法第８条の２第１

５項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉

施設」の次に「においては施設」を加え、同条第２項中「指定居宅サービスをいう」の次に「。以

下同じ」を、「指定介護予防サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、「指定地域密着型介護予防

サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、「介護保険施設」の次に「（法第８条第２４項に規定す

る介護保険施設をいう。以下同じ。）」を加える。 

  第７８条の次に次の１条を加える。 

  （事故発生時の対応） 

第７８条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の

提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援

事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について

記録しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により

賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第６３条第４項の単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要

な措置を講じなければならない。 

  第７９条第２項第５号中「次条において準用する第４０条第２項」を「前条第２項」に改める。 

  第８０条中「、第４０条」を削る。 

  第８２条第６項中「指定小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる施設等が

併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同表の中欄」に改め、「ときは、」

の次に「同表の右欄に掲げる」を加え、同項各号を削り、同項に次の表を加える。 

当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のい

ずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施設又は指

定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２

０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有

する診療所であるものに限る。） 

介護職員 
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当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げ

る施設等のいずれかが

ある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービスの事業を

行う事業所、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所、指定認知症対応型通所介護事業所、指定介護

老人福祉施設又は介護老人保健施設 

看護師又は准

看護師 

  第８２条第１０項中「第６項各号」を「第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に改める。 

  第８３条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に、「若しくは

同一敷地内」を「、同一敷地内」に改め、「を含む。）」の次に「若しくは法第１１５条の４５第１

項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業

を除く。）」を加え、同条第３項中「指定複合型サービス事業所」の次に「（第１９３条に規定する

指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加える。 

  第８５条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人（」の次に「登

録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じて、次の

表に定める利用定員、」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

  第９１条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に改める。 

  第１０６条中「第８２条第６項各号」を「第８２条第６項」に改める。 

  第１１３条第１項に次のただし書を加える。 

   ただし、指定認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困難であることその他地域

の実情により指定認知症対応型共同生活介護事業所の効率的運営に必要と認められる場合は、一

の事業所における共同生活住居の数を３とすることができる。 

  第１３５条を次のように改める。 

 第１３５条 削除 

  第１４８条第２項第９号を削る。 

  第１５１条第４項中「指定介護老人福祉施設」の次に「、指定地域密着型介護老人福祉施設（サ

テライト型居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。第８項第１号及び第１７項、

次条第１項第６号並びに第１８０条第１項第３号において同じ。）」を加え、同条第８項第１号中「指

定介護老人福祉施設」の次に「又は指定地域密着型介護老人福祉施設」を加え、同条第１２項中「指

定介護予防サービス等基準条例」を「奈良県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条

例（平成２４年奈良県条例第１８号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）」に改

め、同条第１３項中「若しくは指定介護予防サービス等基準条例第９９条第１項に規定する指定介

護予防通所介護事業所」を削り、同条に次の１項を加える。 

１７ 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライト型居住施設の本体

施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、当該サテライト型居住施設に医師又は介

護支援専門員を置かない場合にあっては、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当

該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。この場合

にあって、介護支援専門員の数は、同号の規定にかかわらず、１以上（入所者の数が１００又は

その端数を増すごとに１を標準とする。）とする。 

  第１５２条第１項第６号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は指定地域密着型介護
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老人福祉施設」を加える。 

  第１７６条第２項に次の１号を加える。 

  （７） 次条において準用する第１０５条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

  第１８０条第１項第３号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は指定地域密着型介護

老人福祉施設」を加える。 

  「第９章 複合型サービス」を「第９章 看護小規模多機能型居宅介護」に改める。 

  第１９０条中「（以下「指定複合型サービス」という。）」を「（施行規則第１７条の１２に規定す

る看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看護小規模多機能型居宅介護」

という。）」に改める。 

  第１９１条第１項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「指

定複合型サービスを」を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、「指定複合型サービス事業を」

を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、「行う複合型サービス」を「行う看護小規模多機能

型居宅介護」に改め、同条第６項中「行う指定複合型サービス」を「行う指定看護小規模多機能型

居宅介護」に改め、同条第１０項中「指定複合型サービス事業者が」を「指定複合型サービス事業

者（指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下「指定複合型サービス」という。）

の事業を行う者をいう。以下同じ。）が」に、「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護の」に改める。 

  第１９３条の見出し中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者」に改め、同条中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」

に改め、「指定複合型サービス事業所」の次に「（指定複合型サービスの事業を行う事業所をいう。）」

を加える。 

  第１９４条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人」の次に「（登

録定員が２５人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じて、

次の表に定める利用定員）」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

  第１９５条第１項及び第３項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護

の」に改める。 

  第１９６条の見出し及び同条第１項中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護」に改め、同条第２項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に、「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に改める。 

  第１９７条の見出し中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅介護」に改め、

同条中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「指定複合型サー

ビスは」を「指定看護小規模多機能型居宅介護は」に改める。 

  第２００条第１項及び第２０１条第２項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護の」に改める。 

  第２０２条中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」に、「第８２条

第６項各号」を「第８２条第６項」に改める。 

 （大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成２４

年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 
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  第７条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が第１項に掲

げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサ

ービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当

該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市長に届け出る

ものとする。 

  第８条第１項中「第４４条第６項第２号」及び「第４４条第６項第３号」を「第４４条第６項」

に改める。 

  第９条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第１９項又は法第８条の２第１５

項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉施

設」の次に「においては施設」を加え、同条第２項中「第４４条第６項第４号」を「第４４条第６

項」に改める。 

 第３７条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第７条第４項の単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規

定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

  第４４条第６項中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる

施設等が併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同表の中欄」に改め、

「ときは、」の次に「同表の右欄に掲げる」を加え、同項各号を削り、同項に次の表を加える。 

当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域

密着型特定施設、指定地域密着型介護老人福祉施

設又は指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定

する療養病床を有する診療所であるものに限る。） 

介護職員 

当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄に掲

げる施設等のいずれかが

ある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービスの事

業を行う事業所、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指定認知症対応型通所介護事業

所、指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設 

看 護 師 又

は 准 看 護

師 

  第４４条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」

に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第

８項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同条第１０項

中「第６項各号」を「第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に改める。 

  第４５条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」に、

「若しくは同一敷地内」を「、同一敷地内」に改め、「を含む。）」の次に「若しくは法第１１５条

の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予

防支援事業を除く。）」を加え、同条第３項中「指定複合型サービス事業所」の次に「（指定地域密

着型サービス基準条例第１９３条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同

じ。）」を加える。 

  第４７条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人（」の次に「登

録定員が２５人を超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じ

て、次の表に定める利用定員、」を加え、同号に次の表を加える。 
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登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

  第６３条中「第４４条第６項各号」を「第４４条第６項」に改める。 

  第６５条中「及び第３１条から第３８条まで」を「、第３１条から第３６条まで、第３７条（第

４項を除く。）及び第３８条」に改める。 

  第６６条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行い」に改める。 

  第７０条中「（法第８条の２第１７項」を「（法第８条の２第１５項」に改める。 

  第７４条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困難であることそ

の他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の効率的運営に必要と認め

られる場合は、一の事業所における共同生活住居の数を３とすることができる。 

  第８６条中「第３６条から第３８条まで」を「第３６条、第３７条（第４項を除く。）、 

 第３８条」に改める。 

 （大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２６年条例第２４号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３０条第２項第１号中「第３２条第１３号」を「第３２条第１４号」に改め、同項第２号エ中

「第３２条第１４号」を「第３２条第１５号」に改め、同号オ中「第３２条第１５号」を「第３２

条第１６号」に改める。 

  第３２条中第２６号を第２７号とし、第１８号から第２５号までを１号ずつ繰り下げ、同条第１

７号中「第１２号」を「第１３号」に、「第１３号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１８号

とし、同条中第１６号を第１７号とし、同条第１５号中「第１３条」を「第１４条」に、「指定介

護予防通所介護事業所（指定介護予防サービス等基準条例第９９条第１項に規定する指定介護予防

通所介護事業所をいう。）又は」を削り、同号を同条第１６号とし、同条中第１４号を第１５号と

し、第１３号を第１４号とし、同条第１２号中「介護予防訪問介護計画（奈良県指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法の基準等に関する条例（平成２４年奈良県条例第１８号。以下「指定介護予防サービ

ス等基準条例」という。）第３９条第２項第１号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。）」を「介

護予防訪問看護計画書」に改め、同号を同条第１３号とし、同条第１１号の次に次の１号を加える。 

  （１２） 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者等に対

して、介護予防訪問看護計画書（奈良県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する

条例（平成２４年奈良県条例第１８号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第

７５条第２項第２号に規定する介護予防訪問看護計画書をいう。次号において同じ。）等指定介

護予防サービス等基準において位置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

  第３２条に次の１号を加える。 

  （２８） 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定に基づき、同条第１項

に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開陳その他

必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 
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第１条 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（介護予防訪問介護に関する経過措置） 

第２条 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

（平成２６年法律第８３号。以下「整備法」という。）附則第１１条又は第１４条第２項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた整備法第５条の規定（整備法附則第１条第３号に掲げる改

正規定に限る。）による改正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「旧法」という。）第

５３条第１項に規定する指定介護予防サービスに該当する旧法第８条の２第２項に規定する介護

予防訪問介護又は介護保険法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービスに該当

する旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護若しくはこれに相当するサービスについ

ては、大和高田市介護保険条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第 号）による改正後の介

護保険条例（平成１２年条例第１６号。以下「新介護保険条例」という。）附則第８条に定める場

合において、第１条の規定による改正前の大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準に関する条例（以下「旧地域密着型サービス基準条例」という。）第６条第２項の

規定は、なおその効力を有する。 

（介護予防通所介護に関する経過措置） 

第３条 旧法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスに該当する旧法第８条の２第７項に規

定する介護予防通所介護又は介護保険法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サー

ビスに該当する旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護若しくはこれに相当するサー

ビスについては、新介護保険条例附則第８条に定める場合において、旧地域密着型サービス基準条

例第１５１条第１３項の規定及び第３条の規定による改正前の大和高田市指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準等に関する条例第３２条第１５号イの規定は、なおその効力を有する。 

 

条例第１２号 

 大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

 大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例(平成１１年条例第２３号）の一部

を次のように改正する。 

 別表第１中「１７０円」を「１７４円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例別表第１

の規定は、この条例の公布の日（以下「公布日」という。）以後に依頼したこの条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後に行うし尿の収集に係る手数料について適用し、公布日前に依頼した

施行日以後のし尿の収集に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

条例第１３号 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 



平成２７年４月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３１５号 

 23 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

等に関する条例 

 （大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例の廃止） 

第１条 大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和５５年条例第１４号）は、廃止

する。 

 （大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例） 

第２条 大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３５年条例

第３５号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項を削り、同条第３項を第２項とする。 

  附則第３項中「、教育委員会委員長」を削る。 

  別表第１中 

  「 

           

                                         」を 

  「 

                                         」に 

 改める。 

 （大和高田市特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例） 

第３条 大和高田市特別職報酬等審議会条例（昭和４１年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「及び副市長」を「、副市長及び教育長」に改める。 

 （特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例） 

第４条 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条に次の１号を加える。 

  （３） 教育長 

  第６条の２第２項に次の１号を加える。 

  （３） 教育長 １００分の２５．５ 

  附則第５項に次の１号を加える。 

  （３） 教育長 １００分の２０ 

  別表に次のように加える。 

教育長 ６９０，０００円 

 （職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例） 

第５条 職員等の旅費に関する条例（昭和２７年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第１項第３号中「副市長」の次に「、教育長」を加える。 

  第２１条中「、教育長」を削る。 

  別表中「副市長」の次に「及び教育長」を加える。 

 （大和高田市吏員退隠料等に関する条例の一部を改正する条例） 

第６条 大和高田市吏員退隠料等に関する条例（昭和２４年告示）の一部を次のように改正する。 

  第１条第３項第６号中「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）による改正前の地方教育行

政の組織及び運営に関する法律」に改める。 

教育委員会 委員長 月額 １３６，０００円 

 委員 月額 ９４，０００円 

教育委員会の委員 月額 ９４，０００円 



平成２７年４月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３１５号 

 24 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律

第７６号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による廃止前の大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例は、改正法附

則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、なおその効力

を有する。 

３ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

２条の規定による改正後の大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例第４条、附則第３項及び別表第１の規定は適用せず、第２条の規定による改正前の大和高田市

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例第４条、附則第３項及び別表第１の

規定は、なおその効力を有する。 

４ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

３条の規定による改正後の大和高田市特別職報酬等審議会条例第２条の規定は適用しない。 

５ 改正法附則第２条第１項の場合により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

４条の規定による改正後の特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例第２条、第６条の２第２

項、附則第５項及び別表の規定は適用しない。 

 

条例第１４号 

 教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教育長の勤務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めるとともに、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づき

教育長の職務に専念する義務の特例について必要な事項を定めるものとする。 

（勤務時間、休日及び休暇）  

第２条 教育長の勤務時間、休日及び休暇については、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成

７年条例第５号）の適用を受ける職員の例による。ただし、同条例中「任命権者」とあるのは「教

育委員会」と、「規則」とあるのは「教育委員会規則」とする。 

 （職務に専念する義務の免除） 

第３条 教育長の職務に専念する義務の免除については、職務に専念する義務の特例に関する条例（昭

和２６年条例第１６号）の適用を受ける職員の例による。ただし、同条例中「任命権者」とあるの

は、「教育委員会」とする。 

   附 則 

 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

７６号）の施行の日から施行し、同日以後任命される教育長から適用する。 

 

条例第１５号 

 大和高田市立幼稚園設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市立幼稚園設置条例の一部を改正する条例 
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大和高田市立幼稚園設置条例（昭和２８年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表大和高田市立高田幼稚園の項及び大和高田市立土庫幼稚園の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

条例第１６号 

 大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部を改正する条例 

大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例（昭和２８年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   大和高田市立幼稚園保育料徴収条例 

 第１条中「及び入園料」を削る。 

 第２条を次のように改める。 

 （保育料の額） 

第２条 市長は、幼稚園における教育に係る子どもの保護者又は扶養義務者から、大和高田市子ども

のための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例（平成２７年条例第７号。以下「利用者負

担条例」という。）に定める利用者負担額（市の区域外に居住する場合にあっては、居住する市町

村の定める額）を保育料として徴収する。 

 第３条第１項中「出席日数又は保育日数」を「、出席日数」に改め、同条第２項を削る。 

 第４条及び第５条を次のように改める。 

（納付期限） 

第４条 保育料の納付期限は、当該月の末日（その日が大和高田市の休日を定める条例（平成元年条

例第３号）に定める市の休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）

とする。 

（減免の決定に係る権限の委任） 

第５条 市長は、利用者負担条例第３条に規定する利用者負担額（市立幼稚園に限る。）の減額又は

免除の決定に係る権限を教育委員会に委任する。 

 第６条の見出し中「及び入園料」を削り、同条中「及び入園料」を削り、「これ」を「、これ」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 

規則第２９号 

 大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２６年１０月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則（平成１７年規則第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「第１０条」を「第９条」に改める。 

 第２条第１項中「、外科、整形外科、小児科、産婦人科、耳鼻咽喉科、眼科、泌尿器科、脳神経外

規 則 
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科、放射線科、麻酔科、リハビリテーション科及び皮膚科」を「、循環器・腎臓内科、呼吸器内科、

消化器内科、糖尿病内科、神経内科、外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、小児科、産婦人科、

泌尿器科、脳神経外科、放射線科、麻酔科、眼科、リハビリテーション科、耳鼻咽喉科、皮膚科、病

理診断科及び臨床検査科」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

規則第３３号の２ 

 一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２６年１２月４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

一般職の職員の給与に関する条例施行規則（昭和３２年規則第１１号）の一部を次のように改正す

る。 

第１９条第１号中「１００分の１３５」を「１００分の１５０」に改め、同条第２号中「１００分

の６５」を「１００分の７０」に改める。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成２６年１２月１日から適用する。 

 

規則第２号 

 大和高田市精神障害者医療費助成条例施行規則を次のように定める。 

  平成２７年２月２７日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市精神障害者医療費助成条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市精神障害者医療費助成条例（平成２６年条例第２３号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（社会保険各法） 

第２条 条例第２条第１項に規定する規則で定める社会保険各法は、次に掲げる法律をいう。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

（２） 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

（３） 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

（４） 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

（５） 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（市長が定める助成金控除額） 

第３条 条例第５条第４号に規定する額は、健康保険法第６３条第３項第１号に規定する保険医療機

関の診療報酬明細書（訪問看護療養費明細書を含む。）又は医療保険各法に定める療養費支給申請

書ごとに次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 （１） 外来療養である場合 ５００円 

 （２） 入院療養である場合 １，０００円（１４日未満の入院療養である場合は、５００円） 

（証明書の交付申請） 

第４条 条例第６条第１項の規定による証明書の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、精神障害者医療費受給資格証交付申請書兼受給資格等異動届出書（様式第１号。以下「申請書」

という。）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 条例第２条第１項第３号及び第４号に該当することを明らかにすることができる書類 
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（２） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）に基づく被保険者証若しくは被保険者資格

証明書又は社会保険各法に基づく被保険者証、組合員証若しくは加入者証 

（３） 精神障害者保健福祉手帳 

（４） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５４条第３項に基づく自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けた者にあっては、

自立支援医療受給者証（精神通院） 

２ 市長は、前項の規定により申請書に添えなければならない書類により証明すべき事実を公簿等に

よって確認することができるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 

（証明書の交付） 

第５条 申請書を受理した市長は、申請者が対象者であると認めるときは条例第６条第１項の規定に

より精神障害者医療費受給資格証（様式第２号。以下「受給資格証」という。）を交付するものと

し、対象者であると認められないときはその理由を付し、精神障害者医療費受給資格証交付申請却

下通知書（様式第３号）を交付するものとする。 

２ 市長は、申請書の提出がない場合においても、対象者であると認めるときは、前項の規定に準じ

て受給資格証を交付することができる。 

３ 受給資格証の交付を受けた者（以下「受給資格者」という。）は、受給資格証の有効期間が満了

した場合には、当該受給資格証を直ちに市長に返還しなければならない。 

４ 受給資格者は、医療機関等において医療を受ける際は受給資格証を提示しなければならない。 

（受給資格証の更新申請等） 

第６条 受給資格証の有効期間は、受給資格証交付の日から同日以後最初の７月３１日又は精神障害

者保健福祉手帳の有効期限のいずれか早い日までとする。 

２ 受給資格者は、受給資格証の更新を受けようとするときは、前項に規定する受給資格証の有効期

限までに、精神障害者医療費受給資格証更新申請書（様式第４号）に第４条第１項各号に掲げる書

類を添えて市長に申請しなければならない。 

３ 第４条第２項及び前条の規定は、前項の規定による受給資格証の更新申請があった場合について

準用する。 

（受給資格証の再交付） 

第７条 受給資格者は、受給資格証を破損し、又は失ったときは、申請書により市長に再交付を申請

することができる。 

２ 受給資格証を破損した場合の前項の申請書には、当該受給資格証を添えなければならない。 

３ 受給資格者は、受給資格証の再交付を受けた後、失った受給資格証を発見したときは、直ちにこ

れを市長に返納しなければならない。 

（支給方法） 

第８条 条例第５条の規定により助成金の支給を受けようとする者は、精神障害者医療費助成金交付

請求書（様式第５号）に領収書その他自己負担金を条例第６条第２項に規定する保険医療機関又は

保険薬局（以下「医療機関等」という。）で支払ったことが明らかとなるものを添えて、市長に提

出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が奈良県内の医療機関等で診療を受ける際に受給資格証を

提示した場合において、当該医療機関等から提供される情報に基づき奈良県国民健康保険団体連合

会から市長に当該診療に係る自己負担金その他助成金の算定に必要な事項が通知されたときは、受

給資格者から市長に前項の規定による請求書の提出があったものとみなす。 

（助成金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と認め

るときは助成金を交付するものとし、不適当と認めるときは精神障害者医療費助成金交付請求却下

通知書（様式第６号）により通知するものとする。 
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（届出） 

第１０条 条例第７条に規定する規則で定める事由は、次に掲げるものとし、申請書に受給資格証を

添えて、市長に届け出なければならない。 

（１） 住所又は氏名を変更したとき。 

（２） 条例第５条に規定する医療に関する給付を行う保険者又は共済組合に変更が生じたとき。 

（３） 条例第２条第１項第３号又は第４号に規定する者に該当しなくなったとき。 

（４） 精神障害者保健福祉手帳の障害等級に変更があったとき。 

（５） 対象者が死亡したとき。 

（受給資格、者台帳の整備） 

第１１条 市長は、受給資格者について精神障害者医療費受給資格者台帳（様式第７号）を作成し、

常に記載内容について整理しておかなければならない。 

（補則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

様式第１号（第４条関係及び第１０条関係） 

精神障害者医療費受給資格証交付申請書兼受給資格等異動届出書 

対象者 

ﾌﾘｶﾞﾅ 住所 

氏名 

男・女 

生年月日 

配偶者 氏名 住所 

①

扶養義務者 

氏名 住所 

対象者との続柄 

 

所 得 状 況 対 象 者 配 偶 者 扶 養 義 務 者 

② 

 

控除対象配偶者及び扶養親族の合計数 

うち㋐老人控除対象配偶者又は老人扶養親族 

㋑特定扶養親族 

     人 

(うち㋐  人) 

(うち㋑  人) 

     人 

(うち㋐  人) 

(うち㋑  人) 

     人 

(うち㋐  人) 

(うち㋑  人) 

③ 所 得 額 円 円 円 

④ 

控 

除 

内 

訳 

雑損控除 円 円 円 

医療費控除 円 円 円 

社会保険料控除 円 円 円 

小規模企業共済等掛金 円 円 円 

配偶者特別控除 円 円 円 

障害者（特別障害者を除く。）である控除対

象配偶者及び扶養親族の合計数 

人 人 人 

    円    円      円 

特別障害者である控除対象配偶者及び扶養

親族の合計数 

人 人 人 

 ※    円 ※    円 ※    円 

障害者・特別障害者・寡婦（夫）・寡婦の特
別・勤労学生の別 

障・特障・寡婦（夫）・

寡特・勤 

障・特障・勤 

 

障・特障・寡婦（夫）・

寡特・勤 

円     円     円 

肉用牛の売却による農業所得についての免除額 円 円 円 

※ 控 除 後 の 所 得 額  円 円 円 
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加
入
医
療
保
険 

被保険者氏名 
 対象者との

続柄 
 

住所 
 

⑤保険種別 
国（市町村・退・組） 

健（政・組・日）船・共 

本人 

家族 

被保険者証の 

記号番号 

  

保険者番号 
及び名称 

 

 

⑥交付申請事由 

１ 精神障害者になったため ４ その他（         ） 

２ 転入してきたため （交付事由発生年月日） 

３ 保険に新たに加入したため  

※ 審 査 認定・却下 

上記のとおり精神障害者医療費受給資格証の交付及び精神障害者医療費助成金の支給を申請します。 

異動事由（資格取得・保険変更・住所変更・証再交付・資格喪失（   ）・その他（   ）） 

   年  月  日 申請者 住所  

大和高田市長 様  氏名      印 

手帳判定（ ）級 番号（ ）交付日（ ）手帳コピー添付 

（注）※印の欄は、記入しないでください。 

（裏面） 

精神障害者医療費受給資格の申請及び精神障害者医療費助成金の支給にあたり、以下のことを確認
し、同意します。 
 
・本受給資格申請の審査を受けるために必要な所得等の情報を閲覧し、使用すること。 
 
・療養の給付に係る自己負担金について高額療養費の支給を受けることができる場合、被保険者証、

精神障害者医療費受給資格証及び当該療養に係る診療報酬明細書等について、医療機関等が写し
を徴し、市長に提出すること。 

・本助成金の支給について、既に受給した助成金の差額に関する相殺を受けること。 
     年  月  日 
 大和高田市長  殿 
  
                     申請者 住所 
                         氏名               印 
 なお、助成金は次の口座に振り込んでください。 
     年  月  日 
 大和高田市長  殿 
                     申請者 住所 
                         氏名               印 

口 座 

振 替 

依頼欄 

金融機関名 

銀 行 

信金・信組 

農 協 

本 店 

支 店 

出張所 

金融機関コード     店舗コード    

預金種別 普通・当座・その他 口座番号        

口座名義人 

フリガナ 
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様式第２号（第５条関係） 

（表） 

  
      

 精 精神障害者医療費受給資格証 
 

  

 

公 費 負 担 者 番 号 

         

受 給 者 番 号 

         

受

給

者 

住 所 
奈良県大和高田市 

氏 名 
  

生 年 月 日 
  

有 効 期 間 
年  月  日  から 

年  月  日  まで 

発 行 機 関 名

及 び 印 

 奈良県 

   大和高田市長 

交 付 年 月 日 年    月    日  

（注）奈良県外で受診する場合は、自己負担額を支払う際、領

収書を受け取って市役所窓口へ直接申請してください。 

  

 

 

 

 
（委任状） 
 
 私は、            を代理人と定め、次の権限を委任する。 
 

精神障害者医療費助成金の受領に関すること。 
 
（申請者）住所  

      氏名                印 
    
（代理人）住所 
     氏名                印 
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（裏） 

  
   

ご 使 用 上 の 注 意 事 項 
 
1. この証は、健康保険証を使って受診した際の医療に係る自
己負担支払額について、助成を受けることができる証ですか
ら大切に保持してください。 

2. 奈良県内の医療機関等で受診されるときは、「健康保険証」
にこの証を添えて、保険医療機関（病院や診療所や調剤薬局）
に必ず提示してください。 

3. 奈良県内の保険医療機関で受診されるときは、一旦、保険
の自己負担金を支払ってください。診療月から約３ヵ月後に
市役所にデータが届きますので、支払った医療費から一部負
担金額を差し引いて自動償還払いします。（市役所へ領収書
の提出は不要です。年１回資格更新時に振込口座の登録をし
てください。） 

4. 奈良県外の保険医療機関で受診されるときは、一旦保険の
自己負担金を支払い、精神障害者医療費助成金交付請求書（市
役所にあります）に領収書を添付して申請してください。添
付する領収書は、受診者名、受診年月日、保険点数、保険適
用金額、発行医療機関名、領収印の記載のあるものに限りま
す。 

5. 住所、氏名、健康保険証に変更のあったときは、14日以内
に市長に届け出てください。 

6. 高額療養費の対象となる診療分、コルセット装着の療養費
払いの請求については、事前に問い合わせてください。 

7. 次の場合は、この証を速やかに市長に返してください。 
 1．転出された場合 
 2．有効期間が満了した場合 
 3．保険の資格がなくなった場合 
 4．その他受給要件に該当しなくなった場合 
8. この証を破ったり、汚したり、又は失ったりしたときは、
再交付を受けてください。 

9. 不正にこの証を使用した者は、刑法により詐欺罪として処
分の対象となります。 

  

   

 

様式第３号（第５条関係） 

精神障害者医療費受給資格証交付申請却下通知書 

第     号 

   年  月  日 

        様 

大和高田市長         印 

     年   月   日付けで申請のあった精神障害者医療費受給資格証交付申請については、

下記の理由により却下しましたので通知します。 

記 

（理由） 
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（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

様式第４号（第６条関係） 

届出日      年  月  日 

申請者氏名          印 

精神障害者医療費受給資格証更新申請書 

精神障害者医療費受給資格証の更新及び精神障害者医療費助成金の支給申請に当たり、以下のこと

を確認し、同意します。 

・本受給資格審査を受けるために必要な所得等の情報を閲覧・使用すること。 

・本助成金の支給について、既に受給した助成金の差額に関する相殺を受けること。 

・療養の給付に係る一部負担金について、高額療養費の支給を受けることができる場合に係る以下

の内容 

（ア） 被保険者証及び精神障害者医療費受給資格証について、医療機関等が写しを徴すること。 

（イ） 当該療養に係る診療報酬明細書等について、医療機関等が写しを徴すること。 

（ウ） 上記について、医療機関等が市長に提出すること。 

記 

 変更（有・無） 

➀
現
届
出
保
険 

受給者名    

被保険者名  

記号・番号  

保険者名  コード  

  

 変更（有・無） 

➁
現
届
出
口
座 

金融機関名  

支店名  口座番号   

口座名義人 
 

 

 

①、②の内容と変更がある場合は③、④に記入してください。 

※加入健康保険・振込口座に変更があれば下記に記入をお願いします。 

➂
加
入
保
険 

被保険者名  

記号・番号  

保険加入日 年  月  日加入 

保険者名  
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保険者番号  

 

➃
振
込
口
座 

金融機関名  コード     

支店名  コード     

科目  口座番号        

口座名義人 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 

（ゆうちょ銀行への振込は振込専用番号を記入してください。） 

 

様式第５号（第８条関係） 

精神障害者医療費助成金交付請求書 
 

年   月   日  
大和高田市長 殿 

 
（申請者） 住所 大和高田市 
         

                       氏名            印 
 
                       TEL 

※金        円 

 
 ただし、  年  月分 医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。 
なお、上記金額を登録の口座に振り込んでください。 

受給資格証 
受給者番号 

 
受給者氏名 

 

生年月日 T・S・H  年  月  日生 

加入医療保険 
名 称 

 加入医療保険 
記号 番号 

記号     番号 

◎診療月ごとに申請してください。添付する領収書は受診者名・受診日・保険点数・金額・医療機関名・領収印のあるものに限ります。 

【医療等の状況】      年     月分 
決定
番号 

※ 

入 
 

院 
医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 
（ ～ ） 点 円 円 円 円 

外 

来 

等 

①  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

日 点 円 円 円 円 

②  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

③  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

④  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

⑤  
医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 
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日 点 円 円 円 円 

合  計 
自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

※確認欄 保険の自己負担割合（１割・２割・３割） ※高額療養費の有無（限度額      ） 

※
決
定 

     係 決裁年月日 年  月  日 

      交付年月日 年  月  日 

台帳確認 年  月  日 

※欄は記入しないでください。 

 

様式第６号（第９条関係） 

精神障害者医療費助成金交付請求却下通知書 

 

                                     第     号 

                                     年  月  日 

             様 

                          大和高田市長           印 

     年  月  日付けで請求のあった精神障害者医療費助成金交付請求については、下記の

理由により請求を却下しましたので通知します。 

記 

（理由） 

 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

様式第７号（第１１条関係） 

精神障害者医療費受給資格者台帳 
 

精 年齢  福祉管理番号   

受給者番号  宛名番号  世帯番号  世帯識別  

異動年月日  カナ氏名  生年月日  

異動事由  氏名  性別  

異動理由  住所  

届出年月日  電話番号  管轄  大和高田市 

 

交付情報 

申請制度  有効期間  
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認定制度  通院有効期間  

資格情報 

申請年月日  申請事由  

取得年月日  取得理由  

却下年月日  却下理由  

喪失年月日  喪失事由  

 喪失理由  

 

資格履歴情報 

受給者番号 状態 制度 有効期間自 有効期間至 通院 
有効期間自 

通院 
有効期間至 

       

 

保険情報 

保険者  保険種別  

記号番号  付加給付  保険取得年月日  

被保険者名  続柄  保険喪失年月日  

保険履歴情報 

保険者番号 保険者名 記号番号 取得年月日 喪失年月日 

     

 

保護者情報 

個人番号  世帯番号  世帯識別  

カナ氏名  生年月日  

氏名  性別  

住所  

続柄   

 

手帳情報 手帳区分  等級  障害名  

手帳発行者  手帳番号  

手帳有効期限  個人番号  

 

口座情報 

金融機関  支店  

口座種別  口座番号  口座名義人  

 

備考情報 

 

 

規則第３号 

 平成２６年改正条例附則第６項から第８項までの規定による給料に関する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

平成２６年改正条例附則第６項から第８項までの規定による給料に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、平成２６年改正条例附則第６項から第８項までの規定による給料に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
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る。 

 （１） 平成２６年改正条例 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２

６年条例第３０号）をいう。 

 （２） 切替日 平成２７年４月１日をいう。 

 （３） 初任給基準異動 給料表の適用を異にしない一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関

する規則（昭和３３年規則第８号。以下「初任給等規則」という。）別表第１に定める初任給基準

表に異なる初任給の定めがある他の職種に属する職務への異動をいう。 

（４） 降格 職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。 

 （５） 降号 職員の号給を同一の職務の級の下位の号給に変更することをいう。 

 （６） 休職等期間 次に掲げる期間をいう。 

  ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２８条第２項の規定によ

り休職にされていた期間 

  イ 法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受けていた期間 

  ウ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第２条第１項の規定により育児休業していた期間 

  エ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第５号。以下「勤務時間条例」という。）

第１１条に規定する病気休暇又は介護休暇の承認を受けていた期間 

  オ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年条例第６号）第２条の規定により

派遣をされていた期間 

  カ 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条第１項に規定する大学院修学休業をし

ていた期間 

 （７） 復職時調整 初任給等規則第１９条、第１９条の２及び大和高田市職員の育児休業等に関

する条例（平成４年条例第５号。以下「育児休業条例」という。）第８条の規定による号給の調整

をいう。 

 （８） 育児短時間勤務等 育児休業法第１０条第１項又は第１７条の規定による勤務をいう。 

 （９） 再任用職員異動 法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された

職員について行う勤務時間条例第２条の規定により定められた１週間当たりの勤務時間が異なる

他の職への異動をいう。 

 （１０） 人事交流等職員 切替日以降に、給料表の適用を受けない国家公務員、他の地方公共団

体の職員その他市長が定めるこれらに準ずる者であった者から人事交流等により引き続き新たに

給料表の適用を受ける職員となった者をいう。 

（平成２６年改正条例附則第６項の市長が規則で定める職員） 

第３条 平成２６年改正条例附則第６項の市長が規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 （１） 切替日以降に初任給基準異動をした職員 

 （２） 切替日以降に降格をした職員 

 （３） 切替日以降に降号をした職員 

 （４） 切替日前に休職等期間がある職員であって、切替日以降に当該休職等期間を含む期間に係

る復職時調整をされたもの 

 （５） 切替日以降に育児短時間勤務等を開始し、又は終了した職員 

（６） 切替日以降に再任用職員異動をした職員 

 （７） 切替日以降に市長の承認を得てその号給を決定された職員（市長が定めるこれに準ずる職

員を含む。） 

（平成２６年改正条例附則第７項の規定による給料の支給） 

第４条 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、切替日以降に次の各号に掲げ

る場合に該当することとなった職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当することとなった
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職員（市長が定めるこれに準ずる職員を含む。次項において「複数事由該当職員」という。）を除

く。）であって、その者の受ける給料月額が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額に達しない

こととなるものには、その差額に相当する額を、平成２６年改正条例附則第７項の規定による給料

として支給する。 

 （１） 給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動をした場合（第６号に掲げる場合を除く。） 

切替日の前日に当該異動があったものとした場合（切替日以降にこれらの異動が２回以上あった

場合にあっては、切替日の前日にそれらの異動が順次あったものとした場合）に同日において受

けることとなる給料月額に相当する額 

 （２） 降格をした場合（第６号に掲げる場合を除く。）又は降号をした場合 切替日の前日におい

てその者が受けていた給料月額に相当する額から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降

号がないものとした場合に同日に受けることとなる号給に対応する給料月額に相当する額と当該

降格又は降号後に受けることとなる号給に対応する給料月額との差額に相当する額（降格又は降

号を２回以上した場合にあっては、それぞれの当該差額に相当する額を合算した額）を減じた額 

 （３） 切替日前における休職等期間を含む期間に係る復職時調整をされた場合（第６号に掲げる

場合を除く。） 切替日の前日に復職時調整をされたものとした場合に同日において受けることと

なる給料月額に相当する額 

 （４） 育児短時間勤務等を開始し、又は終了した場合 次に掲げる職員の区分に応じ、次に定め

る額 

 ア 育児短時間勤務等をしている職員 平成２６年改正条例第２条の規定による改正前の一般

職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号。次号において「改正前の条例」とい

う。）別表第１から別表第３までの給料表に掲げる給料月額のうち、切替日の前日にその者が

受けていた号給に応じた額（イにおいて「切替前給料表による給料月額」という。）に、勤務

時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額） 

 イ 育児短時間勤務等を終了した職員（アに掲げる職員を除く。） 切替前給料表による給料月

額 

（５） 再任用職員異動をした場合 次に掲げる職員の区分に応じ、次に定める額 

 ア 当該再任用職員異動後において常時勤務を要する職を占める職員 改正前の条例別表第１

から別表第３までの給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、切替日の前日にその者

が属していた職務の級に応じた額（イにおいて「切替前の再任用給料月額」という。） 

 イ 当該再任用職員異動後において法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項に規定する

短時間勤務の職を占める職員 切替前の再任用給料月額に、勤務時間条例第２条第３項の規定

により定められたその者の当該再任用職員異動後における勤務時間を同条第１項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額） 

（６） 市長の承認を得てその号給を決定された場合又は市長が定めるこれに準じる場合 市長が

定める額 

２ 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、複数事由該当職員であって、その

者の受ける給料月額が市長が定める額に達しないこととなるものには、その差額に相当する額を、

平成２６年改正条例附則第７項の規定による給料として支給する。 

（平成２６年改正条例附則第８項の規定による給料の支給） 

第５条 人事交流等職員（当該人事交流等職員となった日以降に前条第１項各号に掲げる場合に該当

することとなった職員を除く。）であって、その者の受ける給料月額がその者が切替日の前日に人

事交流等職員となったものとした場合に同日において受けることとなる給料月額に相当する額（市
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長が定める職員にあっては、市長が定める額）に達しないこととなるもの（人事交流等職員となる

前に給料表の適用を受ける職員として在職していた者であって、切替日以降に平成２６年改正条例

附則第６項から第８項までの規定による給料を支給される職員でなくなったものを除く。）には、

その差額に相当する額を、平成２６年改正条例附則第８項の規定による給料として支給する。 

２ 人事交流等職員であって、当該人事交流等職員となった日以降に前条第１項各号に掲げる場合に

該当することとなったものに対しては、その者が切替日の前日に人事交流等職員となり同日から引

き続き給料表の適用を受けていたものとみなして前条の規定を適用したとしたならば支給される

こととなる平成２６年改正条例附則第７項の規定による給料の額に相当する額を、平成２６年改正

条例附則第８項の規定による給料として支給する。 

（この規則により難い場合の措置） 

第６条 平成２６年改正条例附則第６項から第８項までの規定による給料の支給について、この規則

の規定による場合には他の職員との均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情が

あるときは、あらかじめ市長の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

規則第４号 

 大和高田市地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項に規定する事務を定める規則

を次のように定める。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項に規定する事務を定める

規則 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２７条第１項に規定す

る大和高田市が設置する幼保連携型認定こども園（同法第１８条第３項に規定する幼保連携型認定こ

ども園をいう。以下同じ。）に関する事務のうち、大和高田市教育委員会の権限に属する事務と密接な

関連を有するものとして規則で定めるものは、次のとおりとする。 

 （１） 幼保連携型認定こども園における教育課程に関する基本的事項の策定 

 （２） 幼保連携型認定こども園の設置、休止及び廃止に関すること。 

 （３） 幼保連携型認定こども園の職員の任免その他の人事に関すること。 

   附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 

告示第２５号 

 大和高田市開発指導要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２７年３月４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市開発指導要綱の一部を改正する告示 

大和高田市開発指導要綱（平成１４年告示第２０号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

 （９） 集合住宅 共同住宅、寄宿舎、下宿、長屋住宅その他これらに類する建築物をいう。 

 第３条第１項第３号ア中「共同住宅」を「集合住宅」に改め、同項に次の１号を加える。 

 （６） 資材置場、露天駐車場、太陽光発電施設等の用途に供する盛土造成地をアスファルト、コ

告 示 
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ンクリート等の舗装仕上げ（雨水の浸透を妨げるその他の方法による仕上げを含む。）を行う事

業で、開発区域の面積が１，０００平方メートル以上のもの（集合住宅その他の用途に供する区

域に隣接して行われ、その合算した面積が１，０００平方メートル以上のものを含む。） 

 第３条第２項を次のように改める。 

２ 同一事業者又は市において当該事業者と密接な関係にあるとみなされる事業者が、開発区域に隣

接した区域又は近隣の区域で、開発区域と一体的に利用される土地がある場合又は開発事業の完了

後２年以内にさらに開発事業を行おうとする場合は、その区域全てを一団の開発区域としてこの告

示を適用する。 

第５条第２項中「の計画」を「計画」に改める。 

第１４条第２号中「雑排水排水」を「雑排水」に改める。 

第１８条各号、第１９条並びに第２０条第１項第１号及び第２項第１号中「共同住宅」を「集合住

宅」に改める。 

第２１条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項の帰属の手続については、工事完了検査後速やかに開発事業者において分筆登記（所有権以

外の権利が登記されている場合は、その抹消登記を含む。）をし、大和高田市道路用地寄附採納事

務取扱要綱（平成２７年告示 号）第６条に規定する寄附採納願を提出するものとする。 

 様式第１号中「（１）   （２）   （３） ア イ  （４）   （５）」を「（１）  

 （２）  （３） ア  イ （４）  （５）  （６）」に、「、長屋住宅以外の共同住宅」を「以

外の集合住宅」に、「長屋住宅、共同住宅」を「集合住宅」に改める。 

 様式第３号中「とする寄附採納願・承諾書・位置図・土地登記事項証明書・土地所在図（公図）・地

積測量図・印鑑登録証明書・登記原因証明情報・誓約書・私設水道管寄附採納願・公共施設寄附採納

願・代表者事項証明書・商号登記簿謄本」を「な大和高田市道路用地寄附採納事務取扱要綱第６条に

規定する」に、「及び分筆による」を「、分筆及び公衆用道路への」に改める。 

 様式第４号中「第  号  年  月  日」を「第  号」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の大和高田市開発指導要綱の規定は、施行の日（以下「施行日」という。）

以後になされた事前協議から適用し、施行日前になされた事前協議については、なお従前の例によ

る。 

 

告示第２６号 

 大和高田市道路用地寄附採納事務取扱要綱を次のように定める。 

  平成２７年３月４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市道路用地寄附採納事務取扱要綱 

 （目的） 

第１条 この告示は、道路用地の寄附採納（以下「寄附」という。）について必要な事項を定め、道路

管理の適正化及び地域の生活環境の向上を図ることを目的とする。 

 （受理要件） 

第２条 寄附することができる道路用地は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

 （１） 現に一般交通の用に供されており、公共性が高いこと。 

 （２） 何人からも私権の制約を受けずに公道として認められること。 

 （３） 安全面及び交通に支障がないこと。 
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（４） 道路用地として正しく分筆登記され、他の土地との境界が明確であること。 

（５） 大和高田市公有財産規則（昭和４１年規則第１４号）第２条の規定に基づき、所有権以外

の権利が設定されていないこと。 

（６） 道路用地（地下及び上空を含む。）内に道路管理の支障となる占用物件がないこと。 

（７） 寄附後、道路用地を早急に整備する必要がないこと。 

（８） 前各号に掲げるもののほか、道路管理において支障となることがないこと。 

２ 寄附することができる道路用地は、複数の地番に分かれており、それらが一つの道路を形成して

いる場合は、全筆を対象とすること。 

 （道路用地形態） 

第３条 寄附することができる道路用地の形態は、前条の受理要件に適合しているほか、次の各号の

いずれかに該当するものとする。 

 （１） 大和高田市開発指導要綱（平成１４年告示第２０号。以下「要綱」という。）第１１条の規

定に基づき築造されたもの 

 （２） 要綱第２条第４号に規定する開発事業を除く道路用地であって、次に掲げる要件を全て満

たしているもの 

   ア 道路用地の幅員が４ｍ以上あり、線形が不自然でないこと。 

   イ 道路舗装は、市長が認める路盤と表層を有しており、かつ、平坦であること。 

   ウ 起点及び終点が公道又は公共施設に接続し、通り抜けていること、又は起点及び終点の一

方が公道又は公共施設に接続し、他方に有効な転回広場が設けられていて車両通行上支障が

ないと認められること。ただし、道路延長が３５ｍ未満の場合は、この限りでない。 

   エ 道路用地には雨水等を有効に排除するために必要な側溝等の排水施設が設けられ、流末処

理がなされていること。 

   オ 道路用地に面する建築物が２以上存する土地で、その登記名義人が別であること。 

 （３） 市が管理する道路に面している隅切り又は道路後退用地が、寄附されることにより機能の

向上が図られると認められるもの 

（４） 財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例（昭和３９年条例第４９号）第３条第４号

の規定に基づき、里道等の付替協議が成立したもの 

（寄附の特例） 

第４条 市長は、前２条の規定にかかわらず、公益上特に必要があると認めるときは、寄附を受ける

ことができる。 

（事前協議） 

第５条 市に道路用地の寄附の申出をしようとする者（以下「寄附者」という。）は、あらかじめ事前

協議を行うものとする。 

（寄附の申請） 

第６条 寄附者は、事前協議の後、寄附採納願（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

（１） 登記原因証明情報兼登記承諾書（様式第２号） 

（２） 位置図 

（３） 土地登記事項証明書 

（４） 公図 

（５） 地積測量図 

（６） 印鑑登録証明書 

（７） 公共施設寄附採納願（様式第３号） 

（８） 法人名義の場合にあっては、代表者事項証明書 

（９） 水路占用許可を受けている場合にあっては、大和高田市法定外公共物管理条例施行規則（平
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成１６年規則第３７号）第７条に規定する法定外公共物使用等許可権利譲渡等承認申請書 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（費用負担等） 

第７条 寄附に要する費用については、寄附者が負担するものとする。ただし、所有権移転登記は、

市が行うものとする。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

    附 則 

  この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

様式第１号（第６条関係） 

寄 附 採 納 願 

年  月  日   

   大和高田市長     殿 

申請者 住 所                 

氏 名            実印   

（法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名

）  

電 話                 

届出人 住 所                  

氏 名            

電 話                 

 下記土地を           敷地として、公共の用に供するため、関係書類を添えて寄附採

納を申請します。 

記 

１．土地の表示 大和高田市 

所  在 地  番 地  目 地  積（㎡） 

    

    

    

    

    

２．添付書類 

（１） 登記原因証明情報兼登記承諾書（様式第２号） （２） 位置図 （３） 土地登記事 項

証明書 （４） 公図 （５） 地積測量図 （６） 印鑑登録証明書 （７） 公共施設 寄附採

納願（様式第３号） （８） 代表者事項証明書（法人の場合） （９） 法定外公共 物使用等許

可権利譲渡等承認申請書（水路占用許可を受けている場合）（大和高田市法定外公 共物管理条例施行

規則様式第８号） （１０） その他市長が必要と認める書類 

 

様式第２号（第６条関係） 

登記原因証明情報兼登記承諾書 
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奈良地方法務局 葛城支局 御中 

登記申請特定情報 

 １．登記の目的    所有権移転 

 ２．当 事 者    権利者（甲） 大和高田市    

            義務者（乙）               

３．土地の表示 大和高田市 

所  在 地  番 地  目 地  積（㎡） 

    

    

    

    

    

 ４．登記の原因となる事実又は法律行為 

  （１） 乙は、甲に対して  年  月  日公共用地として本件土地を寄附し、甲はこれを受

諾した。 

（２） 上記により、本件土地の所有権は、同日、乙から甲に移転した。 

 上記のとおり相違なく、上記土地について、甲が所有権移転の登記をすることを承諾しま

す。 

    年   月   日 

権利者（甲）  大和高田市大字大中１００番地１   

大和高田市長            

義務者（乙）  住 所               

 氏 名            実印 

 

様式第３号（第６条関係）         

公共施設寄附採納願 

年  月  日   

   大和高田市長     殿 

申請者 住 所                 

氏 名             印   

（法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名

） 

電 話                 

 別添関係書類を添えて下記のとおり（水路通路橋 ・ 排水施設等）を貴市に寄附します。 

記 

１．場 所    大和高田市                  

２．水路占用許可の有無   （有 ・ 無） 

３．寄附施設の概要 
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４．開発面積           ㎡ 

５．添付書類 給排水施設平面、断面図、構造図、道路区域図等道路内埋設物全てが分かる図面 

 
告示第２７号 

平成２７年３月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２７年度大和高田市一般会計予算 

２ 平成２７年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

３ 平成２７年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

４ 平成２７年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計予算 

５ 平成２７年度大和高田市下水道事業特別会計予算 

６ 平成２７年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

７ 平成２７年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

８ 平成２７年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

９ 平成２７年度大和高田市水道事業会計予算 

１０ 平成２７年度大和高田市病院事業会計予算 

１１ 平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第７号） 

１２ 平成２６年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

１３ 平成２６年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第３号） 

１４ 平成２６年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第５号） 

１５ 平成２６年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

１６ 平成２６年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号） 

１７ 平成２６年度大和高田市水道事業会計補正予算（第２号） 

１８ 平成２６年度大和高田市病院事業会計補正予算（第３号） 

１９ 平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第８号） 

平成２７年度大和高田市一般会計予算 

 平成２７年度大和高田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３，０４０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は「第

２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額
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に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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第２表　債務負担行為

期 間 限 度 額

大和高田市土地開発公社の金融
機関からの融資に対する債務保
証

平成２７年度以降事
業満了まで

借入金10,000,000千円と
これに対する利子の合計
額

固定資産台帳作成業務及び公会
計支援業務

平成２９年度末まで １１，０２２千円

公共建物清掃業務
平成２９年５月末
まで

５０，６７５千円

本庁舎宿直業務
平成２９年５月末
まで

１７，４９５千円

土地路線価算定業務 平成２９年度末まで １７，０６４千円

教育用パソコン等借上料（高等
学校）

平成３２年８月末
まで

１０，０５７千円

小学校・幼稚園給食調理業務委
託料（４ヶ所）

平成３０年７月末
まで

１２７，２０７千円

事 項
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

（借入方法） 4.0 以内

交 通 安 全 対 策 事 業 4,800 

清 掃 運 搬 施 設 等
整 備 事 業

7,500 〃 〃 〃

耕 地 事 業 33,500 〃 〃 〃

河 川 応 急 対 策 事 業 2,200 〃 〃 〃

道 路 新 設 改 良 事 業 32,400 〃 〃 〃

橋 り ょ う 整 備 事 業 6,000 〃 〃 〃

道 路 整 備 事 業 3,200 〃 〃 〃

河 川 改 良 事 業 23,400 〃 〃 〃

借 換 債
（ 河 川 改 良 事 業 ）

13,900 〃 〃 〃

本郷大中線街路 事業 50,800 〃 〃 〃

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

  政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものによる。
　ただし、市財政の都合に
より据置期間及び償還期間
を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えするこ
とができる。

(ただし、利率見直
し方式で借入れる場
合について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率)

普通貸借又は
証券発行の方
法による。
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起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

（借入方法） 4.0 以内

4,500 

都 市 再 生 整 備 事 業 230,300 〃 〃 〃

小 学 校 大 規 模
改 造 事 業

35,300 〃 〃 〃

中 学 校 大 規 模
改 造 事 業

12,300 〃 〃 〃

中 学 校 給 食 施 設
整 備 事 業

45,600 〃 〃 〃

児童ホーム整備 事業 9,200 〃 〃 〃

臨 時 財 政 対 策 債 920,000 〃 〃 〃

借 換 債
（臨時財政対策 債）

399,700 〃 〃 〃

計 1,834,600 

総 合 公 園 整 備 事 業

普通貸借又は
証券発行の方
法による。

(ただし、利率見直
し方式で借入れる場
合について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率)

  政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものによる。
　ただし、市財政の都合に
より据置期間及び償還期間
を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えするこ
とができる。

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

 

平成２７年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

 平成２７年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，７０４，３００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，５００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
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第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第２款保険給付費に計上した各項（審査費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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平成２７年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

 平成２７年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３９，１００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，００

０千円と定める。 
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平成２７年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計予算 

平成２７年度大和高田市の住宅新築資金等貸付金特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２４，９００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３５０，０

００千円と定める。 
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平成２７年度大和高田市下水道事業特別会計予算 

平成２７年度大和高田市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，３５２，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，３００，

０００千円と定める。 
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第２表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

（借入方法） 4.0 以内

下 水 道 事 業 697,500

資 本 費 平 準 化 債 382,200 〃 〃 〃

計 1,079,700

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

普通貸借又は
証券発行の方
法による。

(ただし、利率見直
し方式で借入れる
場合について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率)

  政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものによる。
　ただし、市財政の都合に
より据置期間及び償還期間
を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えするこ
とができる。

 

平成２７年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

平成２７年度大和高田市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４３，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３５０，０

００千円と定める。 
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平成２７年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

平成２７年度大和高田市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，５２３，８００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２５０，０

００千円と定める。 
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平成２７年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

平成２７年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６７７，４００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０

００千円と定める。 
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平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第７号） 

平成２６年度大和高田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 
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第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８５，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２５，２５４，７２８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、

「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債は、「第３表 地方債補正」による。 
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第２表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費
社会保障・税番号制度システム開
発事業（電算運営）

3,400 

奥田はす池公園便所新築工事 13,759 

通学路等補修工事 47,500 

徴税費
社会保障・税番号制度システム開
発事業（税務経費）

3,858 

社会保障・税番号制度システム開
発事業（徴税経費）

3,642 

民生費 社会福祉費
社会保障・税番号制度システム開
発事業（社会福祉）

2,600 

社会保障・税番号制度システム開
発事業（年金）

773 

児童福祉費
社会保障・税番号制度システム開
発事業（児童手当）

2,487 

社会保障・税番号制度システム開
発事業（児童福祉）

659 

衛生費 保健衛生費
社会保障・税番号制度システム開
発事業（健康増進）

2,600 

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良事業 7,100 

河川費 築山地内雨水排水設備整備工事 29,000 

都市計画費 都市再生整備事業 300,532 

総合公園新設事業 17,529 

教育費 小学校費 小学校耐震補強事業 493,626 

中学校費 中学校耐震補強事業 375,541 
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第３表　地方債補正 

１　追　加

起 債 の 目 的 限 度 額

千円 ％

(借入方法 ) 4.0 以内

退 職 手 当 債 267,000

普通貸借又
は証券発行
の方法によ
る。

(ただし､利率見
直し方式で借入
れる場合につい
て､利率の見直し
を行った後にお
いては､当該見直
し後の利率)

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

  政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、市財政の都
合により据置期間及び
償還期間を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利に借換えすることが
できる。

 

2　変　更

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の 方法 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の 方法

千円 （借入方法）      % 政府資金に 千円 （借入方法）      % 政府資金に

4.0 ついては、そ 4.0 ついては、そ

普通貸借又は 以内 の融資条件に 普通貸借又は 以内 の融資条件に

証券発行の方 (ただし、 より、銀行そ 証券発行の方 (ただし、 より、銀行そ

法による。 利率見直 の他の場合に 法による。 利率見直 の他の場合に

92,700 し方式で はその債権者 36,900 し方式で はその債権者

借入れる と協定するも 借入れる と協定するも

場合につ の に よ る 。 場合につ の に よ る 。

いて、利 ただし、市 いて、利 ただし、市

率の見直 財政の都合に 率の見直 財政の都合に

しを行っ より据置期間 しを行っ より据置期間

た後にお 及び償還期間 た後にお 及び償還期間

いては、 を短縮し、又 いては、 を短縮し、又

当該見直 は繰上償還も 当該見直 は繰上償還も

し後の利 しくは低利に し後の利 しくは低利に

率） 借換えするこ 率） 借換えするこ

とができる。 とができる。

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

本郷大中線街路
事業

 

平成２６年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

平成２６年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９５，７７５千円を減額し、歳入歳出予算の総額
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を歳入歳出それぞれ８，６６６，４８９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、

「第２表 繰越明許費」による。 
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第２表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費
社会保障・税番号制度システム開
発事業

2,900 

 

平成２６年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第３号） 

平成２６年度大和高田市の住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ３１４，７５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 



平成２７年４月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３１５号 

 73 

 

 

平成２６年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第５号） 

平成２６年度大和高田市の下水道事業特別会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（繰越明許費） 

第１条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、

「第１表 繰越明許費」による。 

第１表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

下水道事業費 下水道事業費 公共下水道事業 394,170 

 

平成２６年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

平成２６年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１１１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ５，０９３，７２６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、
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「第２表 繰越明許費」による。 

 

 

第２表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費
社会保障・税番号制度システム開
発事業

3,390 

 

平成２６年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号） 

平成２６年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。 

（繰越明許費） 

第１条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、

「第１表 繰越明許費」による。 

第１表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費
社会保障・税番号制度システム開
発事業

1,545 
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平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第８号） 

平成２６年度大和高田市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２３１，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２５，４８５，７２８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、

「第２表 繰越明許費」による。 

 

 

第２表　繰越明許費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

総務費 総務管理費 地域消費喚起・生活支援事業 147,000 

地域創生事業 84,000 
 

 
告示第２８号 

 大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱の全部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱 
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 大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱（平成７年告示第１０２号）の全部を改正する。 

   大和高田市精神障害者医療費助成事業（精神通院）実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、精神障害者の社会復帰及び自立と社会参加の促進を図るため、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）の規定による国民健康保険の被保険者、高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」という。）の規定による後期高齢者医

療の被保険者及び健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、

国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第

１５２号）又は私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号。以下「社会保険各法」という。）

の規定による被扶養者のうち公費負担を受けている精神障害者の医療費の自己負担金に対する助成

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （助成要件） 

第２条 この告示により医療費助成を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者で、

かつ、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５８条（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令

第１０号）第１条第３号に規定する医療（以下「精神通院医療」という。）に限る。）の規定により、

公費負担された国民健康保険法の規定による国民健康保険の被保険者、高齢者医療確保法の規定に

よる後期高齢者医療の被保険者又は社会保険各法の規定による被扶養者のうち医療費を自己負担し

たものとする。ただし、高齢者医療確保法の規定による後期高齢者医療の被保険者及び７０歳以上

の前期高齢者であって国民健康保険の被保険者又は社会保険各法の規定による被扶養者のうち医療

費を自己負担したが、公費負担が発生しなかった場合も含む。 

（１） 本市内に住所を有する者（病院又は診療所（以下「病院等」という。）に入院し、当該病院

等の所在する場所に住所を変更したことにより、本市以外の市町村から当該病院等に入院をする

際に本市に住所を変更したと認められる者を除く。） 

（２） 社会保険各法の規定による被扶養者に対する助成については、その者の加入する社会保険

等の被保険者の前年の所得（１月から７月までの間に受けた医療に係る医療費については、前々

年の所得とする。以下同じ。）が、その者の加入する社会保険等の被保険者の扶養親族等の有無及

び数に応じて、国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６

１年政令第５４号）第５２条の規定により読み替えられた国民年金法施行令等の一部を改正する

等の政令（昭和６１年政令第５３号）第１条の規定による改正前の国民年金法施行令（昭和３４

年政令第１８４号。以下「旧国民年金法施行令」という。）第６条の４第３項に規定する額を超え

ない者 

２ 前項第２号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、旧国民年金法施行令第６条及び第６

条の２の規定の例による。 

（住所地特例） 

第３条 病院等に入院をしたことにより、当該病院等の所在する場所に住所を変更したと認められる

者であって、当該病院等に入院をする際に本市に住所を有していたと認められるもの（本市以外の

市町村に所在する病院等に入院した者に限る。）は、前条第１項第１号に規定する本市内に住所を有

する者とみなす。ただし、２以上の病院等に継続して入院をしている者については、国民健康保険

法第１１６条の２第２項の例による。 

（適用除外） 

第４条 前２条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、この告示による医療費の

助成を受けることができない。 

（１） 大和高田市乳幼児医療費助成条例（平成８年条例第３２号）の規定により医療費の助成を

受けることができる者 
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（２） 大和高田市心身障害者医療費助成条例（平成８年条例第３３号）の規定により医療費の助

成を受けることができる者 

（３） 大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例（平成８年条例第３４号）の規定により医療費

の助成を受けることができる者 

（４） 大和高田市重度心身障害老人等医療費助成要綱（平成１４年告示第８１号）の規定により

医療費の助成を受けることができる者 

（５） 大和高田市児童医療費助成条例（平成２４年条例第８号）の規定により医療費の助成を受

けることができる者 

（６） 大和高田市精神障害者医療費助成条例（平成２６年条例第２３号）又は大和高田市精神障

害者医療費助成（後期高齢者）要綱（平成２６年告示第  号）の規定により医療費の助成を受

けることができる者 

（助成の範囲） 

第５条 医療費の助成は、前３条の規定により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」

という。）の疾病又は負傷について国民健康保険法、社会保険各法、高齢者医療確保法その他の法令

の規定により医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、当該法令の規定によって対

象者が負担した額から次に掲げる額を控除した額に相当する額（以下「助成金」という。）を対象者

に支給して行うものとする。ただし、高齢者医療確保法の規定による後期高齢者医療の被保険者及

び７０歳以上の前期高齢者であって国民健康保険の被保険者又は社会保険各法の被扶養者のうち医

療費を自己負担したが、公費負担が発生しなかった場合を含む。 

（１） 法令の規定による払戻額その他これに相当するものが支給されている場合は、その額に相

当する額 

（２） 受診月ごとに５００円 

（支給方法） 

第６条 助成金の支給を受けようとする者は、精神障害者医療費助成金（精神通院）交付申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類及び領収書その他自己負担金を医療機関で支払ったことが明らかとな

るものを添えて、市長に提出しなければならない。 

 （１） 社会保険各法の規定による被扶養者にあっては、第２条第１項第２号に該当することを明

らかにすることができる書類及び社会保険各法に基づく被保険者証、組合員証若しくは加入者証

の写し 

 （２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５４条第３項に基づく自

立支援医療受給者証（精神通院）の写し 

 （３） 奈良県障害者自立支援医療費自己負担上限額管理票の写し 

２ 市長は、前項の規定により添えなければならない書類により証明すべき事実を公簿等によって確

認することができるときは、当該書類を省略させることができる。 

（助成金の交付） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と認め

るときは精神障害者医療費助成金（精神通院）交付決定通知書（様式第２号）により通知するとと

もに助成金を交付するものとし、不適当と認めるときは精神障害者医療費助成金（精神通院）交付

申請却下通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

 （返還） 

第８条 市長は、偽りその他不正の行為により助成を受けた者を発見したときは、直ちに助成を取り

消し、返還を命ずることができるものとする。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日前にこの告示による改正前の大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱

の規定によりされた処分、手続その他の行為は、この告示による改正後の大和高田市精神障害者医

療費助成事業（精神通院）実施要綱の規定によりされた処分、手続その他の行為とみなす。 

様式第１号（第６条関係） 

年  月  日   

精神障害者医療費助成金（精神通院）交付申請書 

大和高田市長  殿 

申請者（対象者又は保護者等）   

住 所 大和高田市               

氏 名                 印   

対象者との続柄        

 下記のとおり精神障害者医療費助成金（精神通院）を申請します。 

申請額 金            円 

本

 

人

 

記

 

入

 

欄 

対象者 

氏 名 男・女 
生年
月日     年  月  日生 

住 所  大和高田市 

加

入

医

療

保

険 

被 保 険 者 
氏 名  保険種別 国保・社保扶養・後期高齢 

被保険者証

記号・番号 
  

付 加 給 付 等 の 有 無 

（有の場合給付額） 

有・無 

（  円） 

保険者番号

及 び 名 称 

 保険者

所在地 
 

 

社保扶養

の 場 合 

被保険者

の 所 得 

被 扶 養 者 数 所 得 額 ① 控 除 額 ② 控 除 後 の 所 得 ① － ② 

人 

（内老人   人） 

 

円 

 

円 

 

円 

支払希望

金融機関 

金融機関名  支 店 名 支店 

口 座 番 号 普通・当座         口座名義人  

 【注１】対象者が社保扶養の場合、次の(１)及び(２)を初回及び毎年８月に添付する。 

  (１) 当該保険証の写し 

  (２) 被保険者の源泉徴収票又は税務署が交付する納税証明書の写し等、所得額を証明する書類 

医

療

機

関

記

入

欄 

年  月分 

 

総点数 

点 

内精神通院 

公費負担点数     点 

精神通院医療に 

係る自己負担額     円 

 上記のとおり診療し、自己負担額を領収しました。 

医療機関所在地                    

名 称                    

氏 名                 印  

 【注２】医療機関で証明が得られない場合の添付書類 
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  (１) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく自立支援医療（精神通院医

療）医療受給者証の写し 

  (２) 奈良県障害者自立支援医療費自己負担上限額管理票の写し 

決 
 

定 

     決裁年月日     年  月  日 

     
交付年月日     年  月  日 

台 帳 確 認     年  月  日 

（自己負担額      円）－（付加給付及びその他控除額      円）＝助成額         円 

 

様式第２号（第７条関係）  

 年  月  日   

         様 

大和高田市長         印   

 

精神障害者医療費助成金（精神通院）交付決定通知書 

      年  月  日付けで申請のあった精神障害者医療費助成金（精神通院）については、

審査の結果、病院等で支払われた自己負担金のうち       円を助成することに決定した

ので通知します。 

  なお、支払について、  年  月  日をもってあなたの指定された銀行口座に振込を依頼

しました。 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

様式第３号（第７条関係） 

年  月  日   

         様 

大和高田市長        印   

精神障害者医療費助成金（精神通院）交付申請却下通知書 

      年  月  日付けで申請のあった精神障害者医療費助成金（精神通院）交付申請に

ついては、審査の結果、下記の理由により申請を却下しましたので通知します。 
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（理由） 

 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 
告示第２９号 

 大和高田市精神障害者医療費助成（後期高齢者）要綱を次のように定める。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市精神障害者医療費助成（後期高齢者）要綱 

 （目的） 

第１条 この告示は、高齢者の精神障害者に対し、医療費の一部を助成し、もって精神障害者の健康

の保持及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （助成要件） 

第２条 この告示により医療費の助成を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者

（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯に属する者を除く。）で、

かつ、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」と

いう。）第５０条に規定する被保険者（高齢者医療確保法第５５条第１項又は第２項の規定の適用

を受ける者を含む。）であるものとする。 

（１） 本市内に住所を有する者（病院又は診療所（以下「病院等」という。）に入院し、当該病

院等の所在する場所に住所を変更したことにより、本市以外の市町村から当該病院等に入院をす

る際に本市に住所を変更したと認められる者を除く。） 

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項

の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、その障害等級が１級である者 

（３） 前年の所得（１月から７月までの間に受けた医療に係る医療費については、前々年の所得

とする。以下同じ。）が、所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象配偶者及び

扶養親族（以下｢扶養親族等｣という。）の有無及び数に応じて、国民年金法等の一部を改正する

法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６１年政令第５４号）第５２条により読み替えら

れた国民年金法施行令等の一部を改正する等の政令（昭和６１年政令第５３号）第１条の規定に

よる改正前の国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号。以下｢旧国民年金法施行令｣とい

う。）第６条の４第１項に規定する額を超えない者 

（４） 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同様の事情にある者を含む。）又は民

法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者がある者にあっては、当該

配偶者又は扶養義務者で主として精神障害者の生計を維持する者の前年の所得が、扶養親族等の
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有無及び数に応じて、旧国民年金法施行令第６条の４第３項に規定する額を超えない者 

２ 前項第３号及び第４号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、旧国民年金法施行令第６

条及び第６条の２の規定の例による。 

（住所地特例） 

第３条 病院等に入院をしたことにより、当該病院等の所在する場所に住所を変更したと認められる

者であって、当該病院等に入院をする際に本市に住所を有していたと認められるもの（本市以外の

市町村に所在する病院等に入院した者に限る。）は、前条第１項第１号に規定する本市内に住所を

有する者とみなす。ただし、２以上の病院等に継続して入院をしている者については、国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第２項の例による。 

（適用除外） 

第４条 前２条の規定にかかわらず、大和高田市重度心身障害老人等医療費助成要綱（平成１４年告

示第８１号）の規定により医療費の助成を受けることができる者は、この告示による医療費の助成

を受けることができない。 

（助成の範囲） 

第５条 医療費の助成は、前３条の規定により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」

という。）の疾病又は負傷について高齢者医療確保法その他の法令の規定により医療に関する給付

が行われた場合における医療費のうち、当該法令の規定によって対象者が負担した額から次に掲げ

る額を控除した額に相当する額（以下「助成金」という。）を対象者に支給して行うものとする。 

 （１） 高齢者医療確保法第７４条第２項に規定する食事療養標準負担額 

 （２） 高齢者医療確保法第７５条第２項に規定する生活療養標準負担額 

 （３） 法令の規定による払戻額その他これに相当するものが支給されている場合は、その額に相

当する額 

 （４） 健康保険法第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関の診療報酬明細書（訪問看護療

養費明細書を含む。）又は高齢者医療確保法に定める療養費支給申請書ごとに、外来療養である

場合は５００円、入院療養である場合は１，０００円（１４日未満の入院療養である場合は、５

００円） 

 （受給資格の認定申請） 

第６条 助成金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、精神障害者医療費受給資格

（後期高齢者）認定（更新）申請書兼受給資格等異動届出書（様式第１号。以下「申請書」という。）

に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

 （１） 第２条第１項第３号及び第４号に該当することを明らかにすることができる書類 

 （２） 高齢者医療確保法に基づく被保険者証 

 （３） 精神障害者保健福祉手帳 

（４） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５４条第３項に基づく自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けた者にあっては、

自立支援医療受給者証（精神通院） 

２ 市長は、前項の規定により申請書に添えなければならない書類により証明すべき事実を公簿等に

よって確認することができるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 

 （受給資格の通知） 

第７条 申請書を受理した市長は、申請者が対象者であると認めるときは、精神障害者医療費受給資

格（後期高齢者）認定通知書（様式第２号。以下「受給資格認定通知書」という。）を交付するも

のとし、対象者であると認められないときは、その理由を付し精神障害者医療費受給資格（後期高

齢者）認定申請却下通知書（様式第３号）を交付するものとする。 

２ 市長は、申請書の提出がない場合においても、対象者であると認めるときは、前項の規定に準じ

て受給資格認定通知書を交付することができる。 
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 （支給方法） 

第８条 受給資格認定を受けた者は、精神障害者医療費助成金（後期高齢者）交付請求書（様式第４

号）に領収書その他自己負担金を医療機関等で支払ったことが明らかとなるものを添えて、市長に

提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、奈良県後期高齢者医療広域連合から市長に自己負担金その他助成金の

額の算定に必要な事項が通知されたときは、受給資格認定を受けた者から市長に前項の規定による

請求書の提出があったものとみなす。 

 （助成金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と認め

るときは第５条第４号に規定する区分に応じ、当該区分に定める額を控除した額に相当する額を交

付し、不適当と認めるときは精神障害者医療費助成金（後期高齢者）交付請求却下通知書(様式第５

号)により通知するものとする。 

 （受給資格認定の更新申請） 

第１０条 受給資格の認定期間は、受給資格認定の日から同日以後最初の７月３１日又は精神障害者

保健福祉手帳の有効期限のいずれか早い日までとする。  

２ 受給資格認定を受けた者は、受給資格認定の更新を受けようとするときは、前項に規定する受給

資格認定の有効期限までに、申請書に第６条第１項各号に掲げる書類を添えて市長に申請しなけれ

ばならない。 

３ 第６条第２項及び前条の規定は、前項の規定による受給資格認定の更新申請があった場合につい

て準用する。 

 （届出） 

第１１条 受給資格認定を受けた者は、次に掲げる事項に該当するときは、速やかに申請書を市長に

届け出なければならない。 

 （１） 住所又は氏名を変更したとき。 

 （２） 高齢者医療確保法の規定による後期高齢者医療の被保険者に該当しなくなったとき。 

 （３） 条例第２条第１項第３号又は第４号に規定する者に該当しなくなったとき。 

 （４） 精神障害者保健福祉手帳の障害等級に変更があったとき。 

 （５） 対象者が死亡したとき。 

 （補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

  この告示は、平成２７年４月１日から施行し、同日以後に受けた医療に係る医療費について適用す

る。 

様式第１号（第６条関係） 

精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）認定（更新）申請書兼受給資格等異動届出書 
助 

成 

対 

象 

者 

後 期 高 齢 者 医 療 

被 保 険 者 番 号 
        氏 名 

男  

女  

後 期 高 齢 者 医 療 

保 険 者 番 号 
        生 年 月 日     年  月  日  

 

所 
 
 
得 
 
 
状 

所得状況 ①助成対象者 ②配偶者及び扶養義務者 

氏       名    

③控除対象配偶者及び扶養親族の合計数 

（うち老人扶養親族の数（対象者の所得状況欄については、老人

控除対象配偶者又は老人扶養親族、特定扶養親族の合計数））    人 

（  人） 

   人 

（  人） 

   人 

（  人） 

④ 所      得      額 円 円 円 
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況 
 
 
欄 ⑤ 

 

控 

 

 

 

除 

雑             損 円 円 円 

医      療      費 円 円 円 

社  会  保  険   料 円    円    円 

小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 円 円 円 

配  偶   者  特  別 円 円 円 

障害者（特別障害者を除く。）である控除対象

配偶者及び扶養親族の合計数 

人 人 人 

※    円 ※    円 ※    円 

特別障害者である控除対象配偶者及び扶養親

族の合計数 

人 人 人 

※    円 ※    円 ※    円 

障害者・特別障害者・寡婦（夫）・特定の寡婦・

勤労学生の別 

障・特障・寡婦

（夫）・寡特・勤 

障・特障・勤 障・特障・寡婦（夫）・

寡特・勤 

※   円 ※    円 ※    円 

肉用牛の売却による農業所得についての免除

額 円 円 円 

   ※ 控 除 後 の 所 得 額    円 円 円 

※ 審          査 認 定  ・  却 下 

 

⑥交付申請事由 

１ 精神障害者になったため    ４ その他（     ） 

２ 転入してきたため     （交付事由発生年月日） 

３ 後期高齢者医療制度に加入したため     年  月  日 

  

上記のとおり精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）の認定及び精神障害者医療費助成金（後期高齢者）の支給

を申請します。 

 

 

異動事由（資格取得・保険変更・住所等変更・資格喪失（    ）・その他（    ）） 

       

年  月  日 

申請者 住所               

氏名             印  

 大和高田市長 殿 

 

（注）※印の欄は、記入しないでください。 

 

（裏面） 

精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）の認定申請及び精神障害者医療費助成金（後期高齢者）
の支給にあたり、以下のことを確認し、同意します。 

 
・本受給資格申請の審査を受けるために必要な所得等の情報を閲覧し、使用すること。 
 
・本助成金の算出のため、精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）の情報を奈良県後期高齢者医
療広域連合に提供すること。 

 
・本助成金の算出のため、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）による後
期高齢者医療の給付に関する情報を利用すること。 

 
・本助成金の支給について、既に受給した助成金の差額に関する相殺を受けること。 
 
     年  月  日 
 
 大和高田市長  殿 
 
                      申請者 住所 
                          氏名           印 
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 なお、助成金は次の口座に振り込んでください。 
 
     年  月  日 
 
 大和高田市長  殿 
 
                    申請者 住所 
                        氏名           印 
 

口 座 

振 替 

依頼欄 

金融機関名 

銀 行 

信金・信組 

農 協 

本 店 

支 店 

出張所 

金融機関コード     店舗コード    

預金種別 普通・当座・その他 口座番号        

口座名義人 

フリガナ 

 

 

様式第２号（第７条関係） 

精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）認定通知書 

第     号 

年  月  日 

          様 

                     大和高田市長           印 

    年  月  日付けで申請のあった精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）認定申請につ

いては、次のとおり認定したので通知します。 

記 

 受給資格の認定期間        年  月  日から    年  月  日まで 

 

様式第３号（第７条関係） 

精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）認定申請却下通知書 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

             様 

                    大和高田市長           印 

 
（委任状） 
 
 私は、            を代理人と定め、次の権限を委任する。 
 

精神障害者医療費助成金（後期高齢者）の受領に関すること。 
 
（申請者）住所  

      氏名                印 
    
（代理人）住所 
     氏名                印 
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     年  月  日付けで申請のあった精神障害者医療費受給資格（後期高齢者）認定申請に

ついては、下記の理由により申請を却下しましたので通知します。 

記 

（理由） 

 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

様式第４号（第８条関係） 

精神障害者医療費助成金（後期高齢者）交付請求書 
 

年   月   日  
大和高田市長 殿 

 
（申請者） 住所 大和高田市 
         

                       氏名            印 
 
                       TEL 

※金        円 

 
 ただし、  年  月分 医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。 
なお、上記金額を登録の口座に振り込んでください。 

受給資格証 
受給者番号 

 
受給者氏名 

 

生年月日 T・S・H  年  月  日生 

加入医療保険 
名 称 

 加入医療保険 
記号 番号 

記号     番号 

◎診療月ごとに申請してください。添付する領収書は受診者名・受診日・保険点数・金額・医療機関名・領収印のあるものに限ります。 

【医療等の状況】      年     月分 
決定
番号 

※ 

入 
 

院 

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 
（ ～ ） 点 円 円 円 円 

外 

来 

等 

⑥  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

日 点 円 円 円 円 

⑦  医療機関名 医療機関コード  



平成２７年４月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３１５号 

 86 

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

⑧  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

⑨  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

⑩  

医療機関名 医療機関コード  

日数 総点数 自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額 

日 点 円 円 円 円 

合  計 
自己負担支払額 高額療養費 一部負担金 支給額  

  
円 

 
円 

 
円 

 
円 

※確認欄 保険の自己負担割合（１割・２割・３割） ※高額療養費の有無（限度額      ） 

※
決
定 

      決裁年月日 年  月  日 

      交付年月日 年  月  日 

台帳確認 年  月  日 

（注）※印の欄は、記入しないでください。 

 

様式第５号（第９条関係） 

精神障害者医療費助成金（後期高齢者）交付請求却下通知書 

 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

             様 

                        大和高田市長           印 

     年  月  日付けで請求のあった精神障害者医療費助成金交付請求については、下記の

理由により請求を却下しましたので通知します。 

記 

（理由） 

 

（教示） 

１ この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

０日以内に大和高田市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

 ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合

には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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告示第３０号 

 平成２６年度市県民税第４期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２７年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２７年１月２７日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 
告示第３１号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２７年３月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

  大和高田市自転車等の安全利用に関する条例第１０条第３項及び同条例施行規則第５条 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２７年７月５日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２６年１２月１日から平成２６年１２月３１日まで間 

 
告示第３２号 

 大和高田市し尿くみ取り手数料集金事務委託規則（昭和４６年規則第１１号）に基づき、し尿くみ

取り手数料集金事務を次の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５

８条第２項の規定により告示する。 

  平成２７年３月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 委託した者 

氏  名 住     所 

田中 千里 大和高田市大中南町５番１２号 

森口 悦子 大和高田市蔵之宮町４番３号 

白澤 理恵 大和高田市材木町６番５２号 

２ 委託期間 

  平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 
告示第３３号 
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 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項に基づき、使用料の収納事務を次

のとおり委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  平成２７年３月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 受託者の住所・氏名 

大和高田市大字池田４１８番地の１ 

公益社団法人 大和高田市シルバー人材センター 理事長 坂本 勝 

２ 委託した事務の範囲 

  大和高田市市営斎場に係る使用料の領収及び保管 

３ 委託期間 

  平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで 

 
告示第３４号 

 平成２６年度国民健康保険税納税（変更）通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受ける

べき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は保険医療課国保グループで保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

平成２７年３月１８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２７年１月２７日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 
告示第３５号 

 平成２６年度市県民税第１期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２７年３月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２７年２月２４日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 
告示第３６号 

 平成２６年度国民健康保険税第４期及び第５期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を

受けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２７年３月２０日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 

平成２６年度国民健康保険税第４期督促状 平成２６年１１月１８日 

平成２６年度国民健康保険税第５期督促状 平成２６年１２月１８日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 
告示第３７号 

 平成２７年国勢調査大和高田市実施本部設置要綱を次のように定める。 

  平成２７年３月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   平成２７年国勢調査大和高田市実施本部設置要綱 

（趣旨） 

第１条 平成２７年国勢調査（以下「国勢調査」という。）の実施に当たり、円滑かつ効率的な調査実

施体制を整え、国勢調査に万全を期するため、平成２７年国勢調査大和高田市実施本部（以下「実

施本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 実施本部の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 国勢調査の実施に係る企画及び進行に関すること。 

（２） 国勢調査の実施に係る広報及び啓発に関すること。 

（３） 関係機関との緊密な連携を図り、国勢調査を適正かつ迅速に実施すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、国勢調査の実施について必要なこと。 

（組織） 

第３条 実施本部は、次に掲げる者をもって組織する。 

（１） 本部長 

（２） 副本部長 

（３） 参与 

２ 本部長は、副市長の職にある者をもって充てる。 

３ 副本部長は、市民部長の職にある者をもって充てる。 

４ 参与は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

（１） 企画法制課長 

（２） 広報情報課長 

（３） 人事課長 

（４） 財政課長 

（５） 財産管理課長 

（６） 市民課長 

（７） 自治振興課長 

（実施本部の職務） 

第４条 本部長は、市長の命を受けて実施本部の事務を統括し、副本部長及び参与を指揮監督する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

３ 参与は、本部長の命を受けて、国勢調査の円滑な推進を図る。 

（事務局） 

第５条 実施本部の事務を処理するため、実施本部に事務局を置く。 
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２ 事務局に企画調査班、庶務班、調査指導班及び広報班を置き、その分掌事務は次に掲げるとおり

とする。 

（１） 企画調査班 

ア 調査実施の総合企画に関すること。 

イ 他の地方公共団体との連絡調整に関すること。 

  ウ 調査客体からの苦情相談に関すること。 

  エ 関係課との連絡調整に関すること。 

オ 他の班に属さない事項に関すること。 

（２） 庶務班 

ア 国勢調査に係る指導員及び調査員（以下「指導員等」という。）の内申及び表彰 

並びに公務災害に関すること。 

イ 指導員等の予算及び経理に関すること。 

ウ 臨時職員の任用手続等に関すること。 

（３） 調査指導班 

 ア 指導員等の指揮監督に関すること。 

イ 指導員等に対する説明会の実施及び指導員等との連絡に関すること。 

ウ 調査用品の収受及び仕分けに関すること。 

エ 自治会その他の関係団体との連絡調整に関すること。 

オ 調査関係書類の審査及び結果の公表等に関すること。 

（４） 広報班 

 ア 調査趣旨の普及宣伝に関すること。 

 イ プライバシーの保護に関すること。 

 ウ 非協力世帯及び調査困難世帯への対応に関すること。 

（職員） 

第６条 事務局に次に掲げる職員を置く。 

（１） 事務局長 

（２） 事務局次長 

（３） 班長 

（４） 班員 

２ 事務局長は、市民部産業振興課長の職にある者をもって充てる。 

３ 事務局次長は、市民部産業振興課長補佐の職にある者をもって充てる。 

４ 班長及び班員は、市民部産業振興課職員のうちから本部長が任命する。 

（事務局の職務） 

第７条 事務局長は、本部長の命を受けて事務局の事務を掌理し、事務局次長、班長及び班員を指揮

監督する。 

２ 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故があるとき、又は事務局長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

３ 班長及び班員は、事務局長の命を受け、各班の事務を処理する。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、実施本部の運営その他必要な事項は、本部長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２７年５月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。 
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告示第３８号 

 平成２６年度国民健康保険税第７期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき

者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２７年３月２７日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２７年３月２０日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 
告示第３９号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第３項の規定により、本市における平成２７年

度固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧の場所及び期間を次のとおり

告示します。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．縦覧場所  大和高田市役所税務課 

２．縦覧期間  平成２７年４月１日から平成２７年４月３０日までの午前８時３０分から午後５時

１５分まで。ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日を除く。 

 
告示第４０号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１）施設の名称 大和高田市高田温泉さくら荘 

（２）施設の所在地 大和高田市大字池田４４７番地 

２ 指定管理者となる団体 

（１）団体の名称 社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２）団体の所在地 大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市高田温泉さくら荘条例（平成１７年条例第２５号）第１４条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日 

 
告示第４１号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

平成２７年３月３１日 
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大和高田市長 吉 田 誠克   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１）施設の名称 大和高田市総合福祉会館 

（２）施設の所在地 大和高田市大字池田４１８番地１ 

２ 指定管理者となる団体 

（１）団体の名称 社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２）団体の所在地 大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市総合福祉会館条例（平成１７年条例第３６号）第１７条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日 

 
告示第４３号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

１条の２０及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２８の規定により、次の者を指

定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者に指定しましたので告示します。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉田 誠 克   

指定等に係る指定特定相談支

援事業者又は指定障害児相談

支援事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

有限会社 ミオの家 

大和高田市大字東中８２番地 

指定等に係る事業所の名称及

び所在地 

ミオの家 相談支援事業所 

大和高田市大字東中８２番地 

指定等の年月日 平成２７年４月１日 

指定等に係る指定計画相談支

援又は指定障害児相談支援の

種類 

指定特定相談支援事業 

指定障害児相談支援事業 

事業の主たる対象者 特定無し 

特定相談支援事業所番号又は

障害児相談支援事業所番号 

２９３０８００１３７ 

２９７０８０１０２９ 

 
告示第４４号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

１条の２０の規定により、次の者を指定特定相談支援事業者に指定しましたので告示します。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉田 誠 克   

指定等に係る指定特定相談支

援事業者又は指定障害児相談

支援事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

株式会社 グローアップ 

大和高田市神楽１丁目３番３８号 

指定等に係る事業所の名称及

び所在地 

ぐろ～あっぷ 

大和高田市神楽１丁目３番３８号 

指定等の年月日 平成２７年４月１日 

指定等に係る指定計画相談支

援又は指定障害児相談支援の

種類 

指定特定相談支援事業 

事業の主たる対象者 知的障害者、精神障害者 
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特定相談支援事業所番号又は

障害児相談支援事業所番号 
２９３０８００１４５ 

 

告示第４５号 

 大和高田市意思疎通支援事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市意思疎通支援事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市意思疎通支援事業実施要綱（平成２６年告示第３５号）の一部を次のように改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第１８条関係） 

自宅を出発した時間から自宅へ

帰着した時間までを基準時間と

し、交通費を含む。 

１時間当たり１，２００円 

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

 
告示第５３号 

 大和高田市支援調整会議設置要綱を次のように定める。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市支援調整会議設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号。以下「法」という。）に基

づく生活困窮者自立相談支援事業（以下「本事業」という。）を円滑に推進するため、大和高田市

支援調整会議（以下「支援調整会議」という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 支援調整会議の所掌事項は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 本事業における相談者への支援計画（以下「プラン」という。）の妥当性について確認を行

うこと。 

 （２） プランについて必要な修正を行うこと。 

 （３） プランに基づく支援の評価並びに今後の支援に当たっての支援方針及び各機関の役割につ

いて確認を行うこと。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

 （組織） 

第３条 支援調整会議の構成員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

 （１） 生活困窮者問題について識見を有する者 

 （２） 大和高田公共職業安定所の職員 

 （３） 社会福祉法人大和高田市社会福祉協議会の職員 

 （４） 別表に掲げる職にある者 

 （５） 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 支援調整会議に総括者を置き、福祉部長をもって充てる。 

３ 総括者は、会務を総理し、支援調整会議を代表する。 
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４ 総括者に事故があるとき、又は総括者が欠けたときは、総括者があらかじめ指名する構成員がそ

の職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 支援調整会議の会議（以下「会議」という。）は、原則として毎月１回程度開催する。 

２ 会議は、総括者が招集する。 

３ 総括者は、会議で扱う事案等により、当該会議に必要な構成員のみを招集し、会議を開くことが

できるものとする。 

４ 総括者は、必要があると認めるときは、会議に構成員以外の者を出席させ、意見を徴し、又は必

要な資料を提出させることができる。 

５ 会議及び会議の資料は、非公開とする。 

 （秘密の保持） 

第５条 構成員及び前条第４項により会議に出席した者は、会議を通じて知り得た秘密を他に漏らし

てはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第６条 支援調整会議の庶務は、福祉部保護課において処理する。 

 （補則） 

第７条 この告示に定めるもののほか、支援調整会議の運営に必要な事項は、総括者が会議に諮って

定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

福祉部長 

企画法制課長 

広報情報課長 

人事課長 

税務課長 

収納対策室課長 

市民課長 

人権施策課長 

自治振興課長 

産業振興課長 

社会福祉課長 

保護課長 

児童福祉課長 

保育課長 

健康増進課長 

介護保険課長 

地域包括支援課長 

保険医療課長 

建築住宅課長 

環境衛生課長 

大和高田市立病院医事課長 

水道総務課長 

大和高田市教育委員会事務局教育総務課長 

大和高田市教育委員会事務局学校教育課長 
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大和高田市教育委員会事務局青少年課長 

大和高田市教育委員会事務局生涯学習課長 

 
告示第５６号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第１項の規定により、本市における平成２７年

度固定資産の価格等の全てを固定資産課税台帳に登録しましたので、同条第２項の規定により告示し

ます。 

  平成２７年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 
 

 

 

公告第３３号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２７年３月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第３４号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２７年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 高６枝東三倉堂町地内管渠工事（６２）・給配水管移設工事（Ｇ６２） 

２ 工事場所 大和高田市東三倉堂町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年８月３１日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されてい

る者であること。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者

の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する

ものでないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

公 告 
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（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月１７日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２７年３月１８日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月２０日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月２０日（金）ま

で  

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２７年３月２０日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２７年３月２６日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 
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（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２７年３月２７日（金）午前１０時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金  
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１４，６５０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第３５号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２７年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 
高６枝中三倉堂１丁目･中三倉堂２丁目地内管渠工事（５４）・給配水管移設工事（Ｇ

５４） 

２ 工事場所 大和高田市中三倉堂１丁目･中三倉堂２丁目地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年８月３１日（月）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されてい
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る者であること。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者

の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する

ものでないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月１７日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２７年３月１８日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月２０日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明 入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ
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書（仕様書）

についての

質疑応答 

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２７年３月１３日（金）から平成２７年３月２０日（金）ま

で  

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２７年３月２０日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２７年３月２６日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２７年３月２７日（金）午前１０時１０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金  
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１４，６８０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第３６号 
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次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２７年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 平成２７年度大和高田市要介護認定業務一部委託 

２ 契約期間 契約締結日から平成２８年３月３１日まで 

３ 業務内容

等 
入札説明書（仕様書）のとおり 

４ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（３）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（５）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿のその他（介護認定業務）

に登録している者であること。 

（６）居宅支援サービス又は介護保険施設等要介護認定の申請を行う側の事業者で

ないこと。 

（７）地方公共団体において、要介護認定事務業務及び認定審査会補助業務の受託

実績がある者であること。 

（８）プライバシーマーク（略称：Ｐマーク）の使用の許諾を受けた者であること。 

（９）ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１及びＩＳＯ２７００１の認証を取得して

いる者であること。 

（１０）大和高田市情報セキュリティポリシーを遵守できること。 

５ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等

を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競

争入札に参加することができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、４（４）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載し

ています。また、４（７）に示す実績書（任意様式）及び当該の契約書の写しと

４（８）及び（９）の要件を満たすことを証するものの写しを提出してください。 

（３）申請書等の提出は、郵送によることを可とします。 

（４）受付期間  平成２７年４月１日（水）から平成２７年４月９日（木）まで。

ただし、土曜日、日曜日を除きます。また、郵送による場合は、必ず特殊郵便に

よるものとし、平成２７年４月９日（木）必着とします。 

（５）受付時間  午前９時から午後５時まで 

（６）提出場所  〒６３５－８５１１ 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 
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６ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２７年４月１０日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

７ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、Ｅ-mail により、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２７年４月１日（水）から平成２７年４月１６日（木）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市保健部介護保険課 

Ｅ-mail kaigo@city.yamatotakada.nara.jp 

（４）回答期限  回答は、平成２７年４月１７日（金）までとし、原則質問者に

対してのみ随時Ｅ-mail により行います。 

８ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２７年４月２３日（木）。開札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１０ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１１ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２７年４月２４日（金）午前１１時 

（２）場所   大和高田市役所４階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１２ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１３ 落札者

の決定等 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者

とします。開札の結果、各参加者の入札の全てが予定価格の制限の範囲内での価格

での入札とならなかったときは、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号の

規定に基づき、随意契約に移行します。この場合の見積書の徴取は、２回までとし

ます。 

１４ 契約保

証金 
免除します。 

１５ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 
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（３）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

 

 

教育委員会規則第１号 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関

する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備

に関する規則 

 （大和高田市教育委員会会議規則の一部改正） 

第１条 大和高田市教育委員会会議規則（昭和３１年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第１３条第６項」を「第１４条第７項」に改める。 

  第３条中「委員長」を「教育長」に改める。 

  第５条第３項中「委員長」を「教育長」に改め、「又は２名以上の委員が書面で会議に付議すべき

事件を示して請求したとき」を削り、同条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

 ４ 法第１４条第２項の規定に基づいて会議の招集があったときは、臨時会を招集するものとする。 

  第７条から第９条まで、第１１条第２項、第１２条、第１４条から第１６条まで及び第１９条中

「委員長」を「教育長」に改める。 

  第２０条第１項中「委員長が事務局職員中より教育長の推薦する者を指名して」を「教育長が指

名する事務局職員に」に改め、同条第２項中「委員長」を「教育長」に改める。 

  第２１条第２号中「出席委員」を「出席者」に改め、同条第９号中「委員長」を「教育長」に改

める。 

  第２２条中「委員長」を「教育長」に改め、同条を第２３条とし、第２１条の次に次の１条を加

える。 

 第２２条 教育長は、会議録（法第１４条第７項ただし書の規定による秘密会の会議録を除く。）を

作成したときは、事務局に据え置き、一般の閲覧に供さなければならない。 

 （大和高田市教育委員会傍聴人規則の一部改正） 

第２条 大和高田市教育委員会傍聴人規則（昭和３３年規則第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第１５条」を「第１６条」に改める。 

  第３条、第４条及び第６条中「委員長」を「教育長」に改める。 

 （大和高田市教育委員会公告式規則の一部改正） 

第３条 大和高田市教育委員会公告式規則（昭和３３年規則第４号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第１４条第２項」を「第１５条第２項」に改める。 

  第２条第１項及び第３条第１項中「委員長」を「教育長」に改める。 

 （大和高田市教育委員会事務委任規則の一部改正） 

第４条 大和高田市教育委員会事務委任規則（昭和３３年規則第６号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第１６２号」の次に「。以下「法」という」を加え、「第２６条第１項」を「第２５条

第１項」に改める。 

  第３条ただし書中「委員会」の次に「の会議」を加える。 

  第４条を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。 

  （委員会の会議への報告） 

教育委員会 
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 第４条 教育長は、次の各号に掲げる事務の管理及び執行の状況について、当該各号に定める教育

委員会の会議において報告しなければならない。 

 （１） 法第１条の３第１項の大綱に基づいて教育委員会が重点的に講ずるものと定めた施策の推

進に関する事務 各定例会の会議 

 （２） 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずると見込まれる場

合等の緊急の場合に対処するため行った事務 当該事務の処理を開始した後最初に招集される会

議からその後当該事務の処理を終了した後最初に招集される会議までの会議 

 （３） 会議において特に報告を求められた事務 当該求めにおいて指定された会議（指定がなさ

れなかった場合は、当該求められた会議の次の会議） 

 （４） 前３号に定めるもののほか、法第２５条第１項の規定に基づいて教育長に委任した事務の

うち重要と認めるもの 当該事務の処理を終了した後最初に招集される会議（当該事務の処理に

長期間を要すると認めるときは、適当な中間的な時期に招集される会議を含む。） 

 （５） 法第２５条第１項の規定に基づいて教育長に臨時に代理させた事務 当該事務の処理が終

了した後最初に招集される会議（当該事務の処理に長期間を要すると認めるときは、適当な中間

的な時期に招集される会議を含む。） 

 （大和高田市教育委員会事務局組織規則の一部改正） 

第５条 大和高田市教育委員会事務局組織規則（昭和３３年規則第７号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１条中「第１８条第２項」を「第１７条第２項」に改める。 

 （大和高田市立高田商業高等学校授業料等減免等規則の一部改正） 

第６条 大和高田市立高田商業高等学校授業料等減免等規則の一部を改正する規則（昭和１２年教育

委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

様式第７号中「教育委員長」を「教育長」に、「届出」を「届け出」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律

第７６号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

１条の規定による改正後の大和高田市教育委員会会議規則（「第１３条第６項」を「第１４条第７

項」に改める改正規定を除く。）の規定は適用せず、第１条の規定による改正前の大和高田市教育

委員会会議規則（「第１３条第６項」を「第１４条第７項」に改める改正規定を除く。）の規定は、

なおその効力を有する。 

３ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

２条の規定による改正後の大和高田市教育委員会傍聴人規則第３条、第４条及び第６条の規定は適

用せず、第２条の規定による改正前の大和高田市教育委員会傍聴人規則の第３条、第４条及び第６

条の規定は、なおその効力を有する。 

４ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

３条の規定による改正後の大和高田市教育委員会公告式規則第２条第１項及び第３条の規定は適

用せず、第３条の規定による改正前の大和高田市教育委員会公告式規則第２条第１項及び第３条の

規定は、なおその効力を有する。 

５ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

４条の規定による改正後の大和高田市教育委員会事務委任規則第４条の規定は適用しない。 

 

教育委員会規則第２号 
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 大和高田市立小学校、中学校通学区域規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   大和高田市立小学校、中学校通学区域規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立小学校、中学校通学区域規則（昭和５７年教育委員会規則第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表第１磐園小学校区の項中「６５０番地」を「６５１番地」に、「７５８番地」を「７５８番地）」

に改め、同表陵西小学校区の項中「大字大谷一部」を「大字大谷の一部」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会規則第３号 

 大和高田市立幼稚園規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

大和高田市立幼稚園規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立幼稚園規則（昭和４３年規則第３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「３５人」を「３０人」に改め、同条に次のただし書を加える。 

  ただし、満３歳児クラスについては１学級の幼児数は、２０人以下を原則とする。 

 第３条ただし書中「高田幼稚園、土庫幼稚園及び」を削る。 

 第４条に次のただし書を加える。 

  ただし、教育委員会が必要と認めるときは、この限りでない。 

 第１０条を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会規則第４号 

 大和高田市立幼稚園預かり保育実施規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

大和高田市立幼稚園預かり保育実施規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立幼稚園預かり保育実施規則（平成２１年教育委員会規則第８号）の一部を次のように

改正する。 

 第７条第２項３号中「大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例」を「大和高田市立幼稚園保育料

徴収条例」に改め、「幼稚園入園料及び」を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会規則第５号 

 大和高田市立幼稚園保育料入園料の減免に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 
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委員長  吉 村 博 一   

   大和高田市立幼稚園保育料入園料の減免に関する規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立幼稚園保育料入園料の減免に関する規則（昭和４７年教育委員会規則第４号）の一部

を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

   大和高田市立幼稚園保育料の減免に関する規則 

 第１条中「大和高田市立幼稚園保育料入園料徴収条例」を「大和高田市立幼稚園保育料徴収条例」

に、「保育料及び入園料」を「利用者負担額（以下「保育料」という。）」に改める。 

 第２条中「及び入園料」を削り、「次に掲げるもの」を「災害その他の理由により保育料を負担する

ことが困難であると教育委員会が認めた世帯」に改め、同条各号を削る。 

 第３条各号列記以外の部分中「及び入園料」を削り、同条中「それぞれ次のとおり」を「その実情

に応じてその都度教育委員会が定める額」に改め、同条各号を削る。 

 第４条を削る。 

 第５条中「第２条第４号に規定する事由により」及び「及び入園料」を削り、「保育料等減免申請書

（様式第２号）」を「保育料減免申請書（様式第１号）」に改め、同条を第４条とする。 

 第６条中「及び入園料」及び「第４条の規定により幼稚園長が提出する調書又は」を削り、「保護者

が提出する」の次に「保育料減免」を加え、「決定」を「、決定」に改め、同条を第５条とする。 

 第７条中「保育料等減免決定・却下通知書（様式第３号）」を「保育料減免決定・却下通知書（様式

第２号）」に改め、同条を第６条とする。 

 第８条を削り、第９条を第７条とし、第１０条を第８条とする。 

 様式第１号を削る。 

 様式第２号中「第５条関係」を「第４条関係」に、「保育料等減免申請書」を「保育料減免申請書」

に改め、「（入園料）」を削り、同様式を様式第１号とする。 

 様式第３号中「第７条関係」を「第６条関係」に、「保育料等減免決定・却下通知書」を「保育料減

免決定・却下通知書」に改め、「（入園料）」を削り、同様式を様式第２号とする。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会規則第６号 

 大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則 

 大和高田市立図書館規則（平成１７年教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条を次のように改める。 

 （開館時間） 

第４条 図書館の開館時間は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が必要と認めたときは、これ

を変更することができる。 

 （１） 火曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日（以下「休日」という。）を除く。） 午前９時から午後７時まで 

 （２） 土曜日、日曜日及び休日 午前９時から午後５時まで 

 第５条第１号を次のように改める。 

 （１） 月曜日。ただし、休日が月曜日に当たるときは、その日後において、その日に最も近

い休日でない日 
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 第５条第３号を削り、同条第４号中「１０日」を「７日」に改め、同号を同条第３号とする。 

 第１１条第４項に次のただし書を加える。 

  ただし、教育委員会が必要と認めたときは、貸出冊数及び貸出期間を別に指定することができる。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会規程第１号 

 大和高田市教育委員会事務専決規程及び大和高田市教育委員会公印規程の一部を改正する規程を次

のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   大和高田市教育委員会事務専決規程及び大和高田市教育委員会公印規程の一部を改正する規程 

 （大和高田市教育委員会事務専決規程の一部改正） 

第１条 大和高田市教育委員会事務専決規程（平成９年規程第１号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「並びに教育長の職務を代理する職員の指定について（昭和５４年教育委員会告示第６

号）の規定による代理決裁」を削り、「第４条」を「第５条」に改める。 

 （大和高田市教育委員会公印規程の一部改正） 

第２条 大和高田市教育委員会公印規程（平成１１年教育委員会規程第１号）の一部を改正する。 

  第６条の２及び第１１条第８項中「教育委員長」を「教育長」に改める。 

  別表を次のように改める。 

名称 ひな形番号 寸法 使用区分 管守者 

大和高田市教育委員

会印（大） 

１ 方45㎜ 委員会名をもって発する文

書 

教育総務課長 

大和高田市教育委員

会印（中） 

２ 方30㎜ 委員会名をもって発する文

書 

教育総務課長 

大和高田市教育委員

会印（小） 

３ 方20㎜ 委員会名をもって発する文

書 

教育総務課長 

大和高田市教育委員

会教育長印 

４ 方26㎜ 教育長名をもって発する文

書 

教育総務課長 

大和高田市教育委員

会教育長職務代理者

印 

５ 方20㎜ 教育長に事故あるとき又は

欠けたとき 

教育総務課長 

大和高田市教育委員

会印 

６ 方21㎜ 委員会名をもって文化会館

で発する文書 

文化振興課長 

   （１）       （２）      （３）    

 

 

 

 

 

 

   （４）       （５）      （６）   

 

 

 

大

和

高

田 

市

教

育

委 

員

会

之

印 

 

大
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高
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市

教

育

委 

員

会

之
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大
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員

会

之

印 
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様式第４号中 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

            」を 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             」に改める。 

 

様式第５号中 

「 

使 用 公 印 

□教育委員会 

□教育委員会委員長 

□教育長 

□職務代理者 

使 用 公 印 

□教育委員会 

□教育長 

□職務代理者 

事前押印する
公 印 

 名   称 

ひな

形番

号 

寸法 

 大和高田市教育委員会印（大） １ 方 45㎜ 

 大和高田市教育委員会印（中） ２ 方 30㎜ 

 大和高田市教育委員会印（小） ３ 方 20㎜ 

 大和高田市教育委員会委員長印（大） ４ 方 45㎜ 

 大和高田市教育委員会委員長印（小） ５ 方 20㎜ 

 大和高田市教育委員会教育長印 ６ 方 26㎜ 

 大和高田市教育委員会教育長職務代理者印 ７ 方 20㎜ 

 

大
和
高
田
市 

教
育
委
員
会 

教
育
長
之
印 

大
和
高
田
市 

教
育
委
員
会 

教
育
長
職
務 

代
理
者
之
印 

    

大

和

高

田 

市

教

育

委 

員

会

之

印 
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                                           」を 

「 

                                           」に

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律

第７６号。次項において「改正法」という。）の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

１条の規定による改正後の大和高田市教育委員会事務専決規程の規定（第１条の改正規定中「第４

条」を「第５条」に改める部分を除く。）は適用せず、第１条の規程による改正前の大和高田市教

育委員会事務専決規程の規定（第１条の改正規定中「第４条」を「第５条」に改める部分を除く。）

は、なおその効力を有する。 

３ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、第

２条の規定による改正後の大和高田市教育委員会公印規程の規定は適用せず、第２条の規程による

改正前の大和高田市教育委員会公印規程の規定は、なおその効力を有する。 

 

教育委員会告示第４号 

 大和高田市教育委員会３月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２７年３月１３日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

記 

日 時 平成２７年３月１７日（火）午後２時 

場 所 さざんかホール４階会議室 

議 案 第１号 平成２７年３月定例市議会の教育関係議案について 

    第２号 地方教育行政の組織に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整

備に関する規則（案）について 

    第３号 大和高田市教育委員会事務専決規程及び大和高田市教育委員会公印規程の一部を改

正する規程（案）について 

    第４号 大和高田市立小学校、中学校通学区域規則の一部を改正する規則（案）について 

    第５号 大和高田市立幼稚園関連規則の改正案について 

    第６号 大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則（案）について 

事前押印する
公 印 

 名   称 

ひな

形番

号 

寸法 

 大和高田市教育委員会印（大） １ 方 45㎜ 

 大和高田市教育委員会印（中） ２ 方 30㎜ 

 大和高田市教育委員会印（小） ３ 方 20㎜ 

 大和高田市教育委員会教育長印 ４ 方 26㎜ 

 大和高田市教育委員会教育長職務代理者印 ５ 方 20㎜ 
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    第７号 第６８回大和高田市民体育大会≪種目別大会≫実施要項（案）について 

    第８号 後援願いについて 

    第９号 その他 

 

教育委員会告示第５号 

 教育推進教員設置要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２７年３月１７日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

教育推進教員設置要綱の一部を改正する告示 

 教育推進教員設置要綱（平成１４年教育委員会告示第１２号）の一部を次のように改正する。 

 第５条中「３月３０日」を「３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第６号 

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２７年３月２３日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

記 

日 時 平成２７年３月２５日（水）午後３時３０分 

場 所 大和高田市役所別棟２階教育長室 

議 案 第１号 教職員人事について 

    第２号 その他 

 

教育委員会告示第７号 

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２７年３月２３日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

記 

日時 平成２７年３月２６日（木）午前１０時 

場所 大和高田市役所別棟２階教育長室 

議案 第１号 市職員人事について 

   第２号 その他 

 

教育委員会告示第８号 

 教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定についての一部を改正する告示を次のように
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定める。 

平成２７年３月２４日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定についての一部を改正する告示 

 教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定について（平成１４年教育委員会告示第２号）

の一部を次のように改正する。 

 「第１９条第８項」を「第１８条第８項」に改める。 

   附 則 

 この告示は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

７６号）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行する。 

 

教育委員会告示第９号 

 教育長の職務を代理する職員の指定についてを廃止する告示を次のように定める。 

  平成２７年３月２４日 

大和高田市教育委員会 

委員長  吉 村 博 一   

   教育長の職務を代理する職員の指定についてを廃止する告示 

 教育長の職務を代理する職員の指定について（昭和５４年教育委員会告示第６号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律

第７６号。次項において「改正法」という。）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正法附則第２条第１項の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、こ

の告示による廃止前の教育長の職務を代理する職員の指定についての規定は、なおその効力を有す

る。 

 

 

 

選挙管理委員会告示第５号 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条第１項及び第３０条の７第１項の規定により、

平成２７年３月３日から平成２７年３月７日までの間、縦覧に供する選挙人名簿に登録した者の氏名

及び住所等を記載した書面並びに在外人名簿に登録した者の氏名及び経由領事官の名称等を記載した

書面の縦覧場所は、次のとおりである。 

  平成２７年２月２３日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

  縦覧場所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所３階選挙管理委員会事務局 

 

選挙管理委員会告示第６号 

平成２７年３月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２７年３月２日 

選挙管理委員会 
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大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

         ３分の１の数   １８，９１７人 

         ６分の１の数    ９，４５９人 

        ５０分の１の数    １，１３６人 

 

選挙管理委員会告示第７号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成２７年３月１８日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１． 日 時   平成２７年３月２５日（水）午前９時 

２． 場 所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所３階東会議室 

３． 議 案   第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消につい

て  

         第２号 選挙人名簿の選挙時登録について 

         第３号 その他 

 

選挙管理委員会告示第８号 

 平成２７年３月２５日に選挙人名簿に登録する者の氏名、住所及び生年月日を記載した書面を、平

成２７年３月２６日に次の場所で縦覧に供する。 

平成２７年３月２０日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

縦覧場所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所３階選挙管理委員会事務局 

 

選挙管理委員会告示第９号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

第１４４条の２第１項の規定により設置したポスター掲示場の設置場所は、別紙のとおりであり区画

数は、６区画とする。設置完了日は、平成２７年３月２５日とし、掲示のできる日は、次のとおりで

ある。 

  平成２７年３月２５日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．掲示のできる日 平成２７年３月２６日 

２．設置場所    別紙のとおり 

別紙省略（市役所前の掲示場に掲示済み） 

 

選挙管理委員会告示第１０号 

 平成２７年３月２５日現在における奈良県知事選挙の選挙権を有する者の総数の３分の１の数、６

分の１の数及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２７年３月２５日 

大和高田市選挙管理委員会 
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委員長 西 川 勝 彦   

      ３分の１の数   １８，９４１人 

６分の１の数    ９，４７１人 

        ５０分の１の数    １，１３７人 

 

選挙管理委員会告示第１１号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成２７年３月２５日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１． 日 時   平成２７年３月３１日（火）午前９時 

２． 場 所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所３階西会議室 

３． 議 案   第１号 平成２７年３月３１日確定期日における大和高田市農業委員会委員選挙

人名簿について 

         第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第１２号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１． 日 時   平成２７年４月２日（木）午前８時 

２． 場 所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所３階西会議室 

３． 議 案   第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消につい

て  

         第２号 選挙人名簿の選挙時登録について 

         第３号 その他 

 

選挙管理委員会告示第１３号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

第４８条の２の規定による大和高田市期日前投票所を、次のとおり定める。 

  平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．期日前投票所の場所     大和高田市大字大中１００番地１ 

                大和高田市役所３階東会議室 

２．期日前投票所を設ける期間  平成２７年３月２７日から平成２７年４月１１日まで  

 

選挙管理委員会告示第１４号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における期日前投票所投票管理者及びその職務を

代理する者を別紙のとおり選任する。 

  平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 
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委員長 西 川 勝 彦   

別紙省略（市役所前の掲示場に掲示済み） 

 

選挙管理委員会告示第１５号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

第１７５条の２の規定による候補者の氏名及び党派別を記載する順序を定めるくじは、次の日時及び

場所において行う。 

  平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．日 時    平成２７年３月２６日（木）午後５時３０分 

２．場 所    大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所４階会議室 

 

選挙管理委員会告示第１６号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

第７６条の規定により準用する同法第６２条第２項及び第４項の規定により、開票立会人として届出

のあった者が１０人を越えるとき及び同一政党に属する者が３人以上あるときにおけるくじを行う日

時及び場所を次のとおり定める。 

平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．日 時    平成２７年４月９日（木）午後５時３０分 

２．場 所    大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所４階会議室 

 

選挙管理委員会告示第１７号 

 平成２７年４月１２日執行予定の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

第４９条の規定による大和高田市選挙管理委員会委員長が不在者投票管理者として管理する不在者投

票用の投票用紙及び同封筒の交付場所並びに不在者投票の記載場所を次のとおり定める。 

  平成２７年３月２６日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

不在者投票所 大和高田市大字大中１００番地１ 

 大和高田市役所３階東会議室 

 

選挙管理委員会告示第１８号 

 平成２７年４月２日に選挙人名簿に登録する者の氏名、住所及び生年月日を記載した書面を、平成

２７年４月３日に次の場所で縦覧に供する。 

平成２７年３月３０日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

縦覧場所   大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所 ３階 選挙管理委員会事務局 
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選挙管理委員会告示第１９号 

 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第１４条第５項の規定による選挙権を有す

る者の総数の２分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２７年３月３１日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

         ２分の１の数 １，３２７人 

 

 

 

水道事業告示第２号 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定に基づき、水道料金等の収納事

務を次のとおり委託したので、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の４第

１項の規定により告示します 

平成２７年４月１日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．受託者の氏名 

・中村 京子 

・阪本 友子 

・佐藤  薫 

・増田 善昭 

・狩野 俊信 

・久保 洋一 

・日浦 るり子 

・弁護士法人 舘野法律事務所 

２．委任期間 

 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

水道事業告示第３号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２７年４月１日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名     株式会社 エ－ライフ 

代表者名    吉田 泰崇 

所在地     大阪府摂津市鳥飼西２－３６－５ 

公営企業 


